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昭 和60年 度 情 報 化 施 策 の 重 点

憤報処理促進法とインクーノベラヒ1ノテノ

■湾報化社会とコンピューク・セキュリティ

:□ 独 情 報 技 術 フ ォ ー ラ ム
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φ,

! コンビa－夕とコミュニケーションの融合 《C&C》 のもと、最新 のアーキテクチャを駆使 し、
数々の先進技 術を採用 して時代 の多様なニーズに応 えています三

NEC日 本電気が世界に誇る通信技術

や電子f'>S'dス技 術に、最新のアーキテク

チャを駆使した世界最高速のスーパーコ

ンピュータ《SX-2》。ここで実証した先進

技術のもと、多彩な機能と柔軟 性のあるソ

フトウェアを備えたNECコ ンピュータは、そ

れぞれ優れた性能が高く評価され、さまざ

まな分野で今日も重要な働きをしています。

●世 界 最 高 速 の くス ーパ ー コンピァ タ>

SX-1、SX・2

●世 界 最 大 を頂 点 とした《汎 用 コンピュータ>

ACOSシ ステ ム250、410、350、430、450、550、

650、750、850、950、1000、1510、1520、1530、

1540(中 ・小 型 一 越 大 型)

● 多 彩 な複 合 機 能 の 〈OAオ7ィ ス コンピュー タ>

NECシ ステム8、50/ス ー パ ー8、50/38、

100/48、100/58、150/68、150/78、150/88

●先 進 の16ビ ット〈パ ー ソナ ル コンビ=一 夕〉 ●世 界 初
、

PC-100、PC-9801E、PC-9801F.PC-9801M2、 〈音 声 日本 語 ワー ドプ ロセ ッサ>

PC-9801M3、N5200モ デ ル05mkII文 豪VWP-103Nモ デル2

●洗 練 の8ビ ット〈パ ー ソナ ル コンビz－ 夕〉 ●OAの 日用 品
、

PC'2001・PC-6001mkII、PC-6001mkIISR、 〈日本 語 ワー ドプ ロセ ッサ>

PC"6601・PC"6601SR・PC'8001mkll・ 文 豪5N 、5V、 文 豪NWP-8N、

PC"8201・PC-8801mklll3Nモ テル2
、20Nジ リーズ 、N6308-10

● 〈分 散 処 理 専 用 コンピュータ〉の エ ース ●新 入 力 方 式 の

N4700分 散 処 理 システム 〈パ ー ソナル ワー ドプ ロセ ッサ 〉

032ピ ットの 〈スー パ ー ミニコン ピュー タ>PWP-iOO

NECMSl35・175・190● 効 率 的 、経 済 的 、高 速 な

●低 価 格 の 〈高 性 能 ミニ コン〉 〈ロ_カ ル エ リアネ ットワー ク>

NECMS8モ デル3C&C-NETLOOP6770/6525他

●OA複 合 機 能 の 〈オ フィス ター ミナル>C&C-NETBRANCH4670/4680他

N6300モ デル55C&C-NETSTAR2400/2800他

●OAの 先 端 で 活 躍 す る〈ター ミナル 〉 ●OAシ ステム を包 含 した

インテ リジェン トター ミナル ネットワー クア ーキ テ クチ ャ<DINA>

デ ー タエ ン トリター ミナルC&C光 ネットワ ー クシステム

業 種 別 専 用 ター ミナルC&Cネ ットワー ク構 成 機 器

業 務 別 専 用 ター ミナルC&Cネ ットワー クソフ トウェア

NECコ ンピュ
日本電気株式会社
タ お問 合 せ は:情 報 処 理 ・宣 伝

TEL(03)454-llll(大 代表)
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JE㏄ は国産コン迩 一タを通じて

社会に貢献しま充

、

国産電子計算機 をレンタルする

日本電子計算機株式会社
東 京 都 千 代 田 区 丸 の 内3-4-1新 国 際 ビル5F

e!"100TEL.03(216)3681(代 表)



システムは未来 を拓 く

JSD
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JSDは ソフ トウェア業 界の 技術 力 を結 集 し、共 同 して幅広 いシ ス テム 開発

に取 り組 ん で い ます 。

● シ ステ ム ・コンサ ル テー シ ョン

● ア プ リケ ー シ ョ ン ・システ ムの開 発

●ベ ー シ ック ・ソフ トウ ェアの 開発

● ソフ トウェア ・パ ッケ ー ジの販売

● 調査 研 究

」5D鞭㌶灘㌔
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■ 春夏秋冬
〈就 任の ごあ い さつ にか えて〉

これからの
(財)日本情報処理開発協会会長

影 山 衛 司

この たび,島 田前会長 のあ とをお 引受 けす るこ

とにな りま した影山で ご ざいます。 この機 会 をお

借 りいた しま して,一 言 ご挨拶 申 し上げ ます 。

当協会は,昭 和42年 に設立され,18年 を経過致

しました。この間,わ が国の情報処理技術は驚異

的 ともいえる長足の進歩をみせ,現 在では,情 報

処理先進国として米国と共に世界の最先端技術 を

リー ドする立場にまで成長いたしました。

当協会は,こ の間,公 益的機関 としての立場か

ら政府施策に積極的に協 力すると共に,民 間各企

業 と有機的な連携 を保ちつつ,情 報処理に関する

諸問題の解決に意欲的に取 り組んで参 りました。

それ らの成果がわが国の情報化の発展にいささか

な りとも寄与できましたことは,偏 に,皆 様のご

支援,ご 協力の賜 と深 く感謝申し上げる次第であ

ります。

現在のわが国は,21世 紀へ向けて高度情報化社

会の到来を迎えつつあ りますが,特 に,本 年は,

通信 自由化 を契機にその進展の方向が,一 層明ら

かになってきた感があります。

情報処理技術 と通信技術の著 しい進歩 と融合は,

様々な情報機器 とソフ トウェア技術 を創造 し,そ

の結果,産 業,社 会,地 域,家 庭等あらゆる局面

で情報化が急速かつダイナ ミックに進展 していま

す。産業界においては,ME化(OA,FA,SA等),

ネ ットワー ク化が企業活動の効率化,省 力化の強

力な推進力となリ,同 時に,企 業の飛躍的発展を

促す新 しいビジネスチャンスをもた らしています。

また,地 域あるいは家庭においては,ホ ームエレ

ク トロニクスの発展によりコミュニケーション,

ハウスキーピング等,コ ミュニティ活動あるいは

個人生活におけるライフスタイルに新 しい型の文

化的活動を提供せんとしています。更に,情 報化

は,す でに,国 境を越え,国 際社会へと広がって

お り,各 国の国際経済を活発化させ,国 際競争力

を高める重要なインフラス トラクチャー として位

置付け られると共に,自 ずか ら国際間の相互理解

と国際関係の堅密化を深める要素にもなっていま

す。

このように,情 報化は,我 々の極 ぐ身近な周辺

か ら社会全般に亘って,広 く深 く侵透 してお り,

それは,い まや,世 界的な時代の流れでもありま

す。この流れは,21世 紀に向けて更に大きな潮流

となり,我 々の身辺に,ま た,新 たな恩恵 と課題

をもたらす もの と思われます。

私は,こ れまで,流 通部門や中小企業分野にお

ける情報化,シ ステム化の推進に携わって参 りま

2



情報化社会の在り方

したが,消 費者ニー ズを始め とする経済社会の需

要構造変化のスピー ドの早さと変革といって良い

程の技術革新の激 しさを痛感いたしました。

こ ういう時代の変化に適切に対応していかなけ

れば業種間,企 業間における情報格差 という新た

な経営力格差の発生につながる恐れがあ ります。

当協会といたしましては,啓 蒙,普 及活動 と共に,

供給サイ ド,ユ ーザーサイ ドの皆様の協力のもと

に,真 に役立つ協会にして参 りたいと考えます。

また,情 報化の周辺に横たわる未解決の課題へ

の対策 も急がれます。それは,昨 今,情 報化の影

の部分 として顕在化してきたシステム監査を始め

とするセキュリティやプライバシーの問題,あ る

いは,ビ ジネス ・プロ トコルの統一や法制度等の

情報化の基盤整備に関する問題であ ります。これ

等の課題は,底 が深い上に,関 連する分野が多岐

に亘っているため,な かなか有効な対策がはかど

らないのが現状であ ります。当協会といたしまし

ても中立的公共機関として,過 去数年に亘 り,関

係機関 と歩調を合わせ。 この問題に取 り組んで参

りましたが,今 後共,新 設された産業情報化推進

センター を有効に機能 させる,と 共に行政当局や

関係産業界 とも密接な連携 を図 りつつ着実な歩み

を続けて参 りたいと考えます。

さらに,情 報処理に携わる人材の育成 も今後の

重点課題の一つであ ります。

当協会の付属セ ンターである情報処理研修セン

ターでは,わ が国の情報処理分野における中核的

指導者 となる上級情報処理技術者及び管理者等を

養成するための研修 を行ってお り,開 設以来,2

万1千 名を越える研修生を輩出しています。

また,通 商産業省から,試 験実施に関す る事務

の委譲を受けて,昭 和59年 度発足いたしました情

報処理技術者試験センターで実施いたしてお りま

す情報処理技術者試験では,当 試験制度発足以来,

10万2千 名を越える合格者を送 り出しました。

このように,当 協会 といたしましては,情 報処

理技術者の育成には,こ とのほか力を注いで参 り

ましたが,今 後,益 々拡大するソフ トウェアの需

給ギャップに対処するために,よ り一層の努力を

傾注したいと考えます。

当協会 といたしましては,今 後共,関 係 各位の

ご支援の もとに,以 上述べました幾 多の課題の解

決のため全協会を挙げて貢献して 参る所存であり

ます。

つ きましては,各 界各位のなお一層のご支援,

ご協力を賜 ります ようお願い申し上げます。

3



■ 視点 ・昭和60年 度情報化施策の重点

本格的な情報化社会へ
～ソフトウェア危機の克服

などの課題 に的確 に対応～

通商産業省機械情報産業局電子政策課

伊 藤 敬 幹

● はじめに

近年における情報関連技術の飛躍的な進歩によ

り,我 が国の情報化は急速な進展 をみせている。

また,情 報化の内容 も,大 企業中心の産業分野に

おける情報化から中小企業を含めた産業界全般の

情報化へ,あ るいは生産 ・販売等の個別的な企業

内情報システムから総合的な企業間情報 ネッ トワ

ーク ・システムへ と進展 している
。

これに伴い,産 業の合理化 ・高度化が図られる

ばか りでなく,社 会 ・生活分野においても,様 々

な面で多様なサー ビスを享受することが可能にな

っている。

しかしながら,現 状では,社 会 ・生活分野の情

報化はまだ草創期 とも言える段階にあ り,当 面は

産業分野が中心となって情報化が進展するが,こ

の産業分野の情報化も,現 状は製造部門のFA)化

や事務管理部門のOA化 が主流であり,企 業間シ

ステムの導入などによる高度な情報化はまだ緒に

ついたばか りである。

本格的な情報化社会を迎えるためには,高 度情

報化社会構築のボ トルネックとなっているソフ ト

ウェア危機の克服などの課題について適確な対応

をしなければ 「情報化」は一時的なブームとして

終焉 してしまうおそれがある。

通商産業省としては,高 度情報化社会の円滑な

実現を図るため,所 要の施策を展開 しているとこ

ろである。以下にその概要 を述べ ることとする
。

4



一1.ソ フ トウェア危機への対応

情報処 理 コス トに 占め るソフ トウェア ・コス ト

は,増 大の一途 をた どって いる とともに,ソ フ ト

ウェアの質量両面 にわた る深 刻な需給 ギャ ップが

顕在 化 してお り,こ れ を放置す れば高度情報化 社

会実現 の ボ トルネ ックとなるおそれがあ る。現 状

の ままで推移 すれば,昭 和65年 度 には,約60万 人

の ソフ トウェア技術者が不 足す る との 試算 もあ り,

現 在労働集約 的に行 われ てい るソフ トウェアの生

産体制 を機械 化 ・自動化す る とともに,ソ フ トウ

ェア 技術 者等人材の育 成が急務 となってい る。

このため,ソ フ トウェア危機 が情報化の ボ トル

ネ ックとならない よ う,ソ フ トウ ェア の生産1生の

飛躍 的な向上 を図 るこ とを 目的に,情 報処理 振興

事業協会 において以下の事業 を展開す る とともに,

所要 の施 策を推 進す る。

(1)情 報 処理 振興事業協 会事 業

① ソフ トウ ェア生産工 業化 システム(Σ シス

テム)の 構築

現在 ほ とん ど手作 業で行 われてい るソフ トウェ

アの生産工程 を大幅 に 自動化 ・機械 化 し,我 が国

におけ るソフ トウェアの生産性,信 頼性 を飛 躍的

に 向上 させ るための コン ピュー タシ ステム であ り,

全 国の ソフ トウェア開 発従事 者に次 の機 能 を提供

す るこ ととしてい る。

(イ)ソ フ トウェア開発の 自動 化 ・機械 化 を支援

す る ソフ トウェア開発支援 ツー ル群 の提 供

(ロ)ソ フ トウ ェア ・モ ジュー ル等の提供

(ハ)ソ フ トウ ェア ・プ ロダ ク ト情 報,関 連 技術

情 報等の デー タベー ス ・サー ビス

(二)本 システムの利用方 法の ガイダ ンス,情 報

処理 技術 の教育機能 等のCAI的 学 習 支援機能

(ホ)ネ ッ トワー クに よる遠 隔利用,情 報交換機

能

一 方
,Σ システムの開発体制 は,情 報処理 サー ビ

ス企業,コ ン ピュー タ ・メー カー,NTT ,一 般 企

業 等関係者の総 力 を結 集 して構築 に当た るこ とと

〔参考1〕 我が国におけるソフ トウェア需給ギャッ

プの予測

情報処理 コス トに 占め るソ フ トウェア ・コス トの

推移(TRW社 のB.W.べ ー ムに よる)
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してお り,300人 程 度の ソフ トウ ェア 技術者の参加

を予定 して いる、、

Σシ ステムの構 築資 金の スキームは上図 の とお

りである。

② 債 務保証制度 の扮:充

従 来の ソフ トウェア開発資 金等に対す る債 務保

証制度 を,一 一般 企業におけ る専門技術 者育成 事業

を含む情 報化促 進債務保 証制度 に拡 充 した。

③ 特定 プ ロ グラム 委託開発 ・1渓.ソ フ トウェ

ア保守 技術開発 事業等 ソフ トウェア関連施策

の推進

・一般 会計23 .5億 円,総 事業 費34.2億 円

(2)日 本 開 発銀 行に よる情報 処理 高度化 融資

・情報 化促進枠790億 円 の 内数

情報処理 サー ビス業,ソ フ トウ ェア 業等 に対 し、

ソフ トウェア開 発に資す る設備 等に係 る資 金に対

す る低 利融 資 を行 うとともに,新 たに ソフ トウ ェ

ア生産工業 化 システム構 築に係 る設備資 金 ・非設

備 資金につ いて低利(年7.1又 は7.3%)の 融 資 を

行 う。

(3)情 報 処理振 興金融措 置(金 融債 引受 措置)

・30億 円

情 報処理サー ビス業,ソ フ トウェア業等に対 し,

プログラムの開発業務の高度化を図るために必要

な運転資金の円滑な供給を行うための金融債引受

措置を引き続き構ず る。

(4)プ ログラム準備金制度の延長

ソフ トウェアの需給ギャップ,ソ フ トウェア費

用の増大に対処 し,良 質なソフ トウェアの安定的

な供給を確保するため,現 行の汎用プログラム開

発準備金制度及びプログラム補修保証準備金制度

の延長を行 う。

伺■D2.開 かれた円滑な産業分野の情報化の推進

(1)産 業 分 野におけ る情 報化 は,企 業 内シ ステム

か ら企業間 システムへ と本格 的な展開 を遂 げ よ

う としてい る段 階 にあ る(企 業間 システムの導

入は全 オンラ インシ ステムの20%に す ぎない)。

現 在,産 業界にお いては,繊 維,石 油化学,染

料,鉄 綱,石 油流通,卸 ・小売 業な どの 業種 に

おけ る情 報化につ いて,「情報化研 究会」等 を設

置 して検討 を行 っている。

閉 じた企 業内シ ステ ムか ら開かれ た企業間 シ

ステムの展開 には,次 の よ うな意義が ある。

① 企業活動 の一層 の 合理 イヒ,健 全な競争基盤
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の形成(企 業系列毎の端末機の複数設置回避,

中小企業等の主体的な情報化の確保)

② 中長期的にはソフ トウェア重複開発の回避

③ 今後の社会 家庭分野へ情報処理システム

を普及 ・拡大してい く上での核の形成

(2)情 報 システムの企業間への展開のための課題

としては,

① ビジネスプロトコルの不統一

② ソフ トウェア ・コストの増大

等が挙げられ,こ れへの適切な対応が必要 とさ

れている。

(3)通 商産業省としては,こ れらの課題に対応し,

開かれた円滑な産業分野の情報化を促進す るた

め,以 下の施策を展開することとしている。

① 「情報処理の促進に関する法律」に基づいた

「連携指針」の策定

事業者の連携による電子計算:機の効率的な利用

を促進す るため,電 子計算機利用高度化計画 を勘

案 して,事 業者に対する指針を各事業所管大臣が

策定する。

の実施

る指針 を定め,

これを公 とす 。

② 産業分野の情報化の推進のための融資制度

の拡充強化

(イ)情 報処理振興事業協会(IPA)に よる低利融資

業界内,異 業種間の共同システムで,事 業

活動の効率化に資するものに用いられるプロ

グラムの開発費用等に対 して,5%程 度の低

利融資を新規に創設する。

(ロ)日 本開発銀行による情報処理高度化融資

・情報化促進枠790億 円の内数

情報処理サービス業等の情報処理 システム

の構築 ・運用を行 う複数企業間の情報処理シ

ステム構築事業に対す る設備 ・非設備資金の

融資を新規に行 う。

(ハ)日 本開発銀行による情報処理 ・通信システ

ム化促進融資

・情報化促進枠790億 円の内数

複数企業間で共同利用するオンライン情報

処理 システムを構築する場合に,そ のシステ

ムに必要な設備の取得に係る資金の融資を特

利で行 う。

③ 産業情報化推進センター(CII)の 設立

産業界の情報化に係る課題に対応 し,業 界内の

コンセンサス形成,標 準ビジネスプロ トコルの作

成,登 録等を通 じて企業間システム構築を促進す

るための中核的機関 として,産 業情報化推進セン

ターを(財 〉日本情報処理開発協会(JIPDEC)内 に

設立 した。60年 度は主 として,産 業の情報化動rl・J

に係る調査,産 業の情報化を促進するための関連

法制度の調査研究,ビ ジネスプロ トコルの標準化

に向けての各業界のビジネスプロ トコルの状況調

査,普及啓蒙のためのシンポジウムの開催等を行う。

一3.情 報関連機器 ・システムの相互運用性

(イン ターオペラビリティ)の 確保

(1)情 報関連危機は、相互に連結され,シ ステム
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化,ネ ッ トワー ク化 されるこ とが必要 であ る。

かか る要 請に応え,機 器 ・シ ステムの 相互 接続

を確保 して い くために は,ハ ー ド,ソ フ トの様

様 なレベ ルの相互 運用性 を確保 して い くこ とが

不可 欠 と考 え られ る。

(2)こ の ため,ハ ー ド,ソ フ トの様 々な レベ ルで

日本工 業 規格(JIS)の 積 極的活用 に よる標 準化

を進 め る とともに,ユ ーザ ー業 界におけ る帳 票

等 ビジネスプ ロ トコルの統 …化等 多角 的な対応

を推進 す る。

① 日本工 業規格(JIS)の 活 用

日本工 業標準 調査 会の 「情 報技術標 準化特別委

員会」 が 「情報 技術の標準化 の推 進に関 する建 議」

を通商産 業大臣 に提 出 し,早 急に標準化 を図 るべ

き分野 及び標準化の 基本的 方向について提 言(59

年12月)を 行い,こ れ を受 け てOSエ トラン スポ

ー ト層の プロ トコル仕様
,光 ファイバ ー等の14の

JIS原 案 を公表 した。現 在,L記 の特別 委員会にお

いて第2次 建議 について審議 中で ある
。

② 電子 計算機相 互運用 ・デー タベ ー ス ・シス

テム の研 究開 発(大 型プ ロジ ェク ト)の 推 進

・一般 会計20白 万円

8

7年 計 画総.事業費150億 円(60～66年 度)

文 字 ・図形 ・画像 ・音声等マ ルチ メデ ィア情 報

の取 扱 いか可能 な大 規模 なデー タベー スを共 有す

るこ との できる信頼性 の高い システムの研究開 発

を行 う。

一4.情 報関連技術開発の推進

(1)高 度情報化社会の実現に向けて,今 後中核的

な役割を果たす情報産業が産業 ・社会ニー ズに

柔軟かつ適切に対応 し,高 度な技術力を有しな

がら,活 力をもって発展していくためには技術

開発を持続的に行ってい くことが不可欠である。

米国をは じめ諸外国でも積極的に技術開発を推

進 しているところである。

(2)こ のため,通 商産業省としても人間の思考形

態により近い推論機能や知識ベース機能を有 し,

専門家のみならず一般の人でも十分に使いこな

せる第5世 代コンピュー タの研究開発等 、技術

開発を積極的に推進することとしている。

① 第5世 代 コンピュー タの研究開発



・一般 会計47 .8億 円,中 期計画 初年 度

従来の ノイマ ン型の コン ピュー タ とは異な る推

論機能や知 識ベー ス機能 等新 しい技術 に基づ くコ

ン ピュー タの研究 開発 を引 き続 き推進す る。

② 電子計算機 相互運用 ・デー タベー ス ・シス

テムの研 究開 発(大 型プ ロジェ ク ト,前 出)

③ 科学 技術用 高速 計算 システムの研 究開発

(大 型プ ロジェ ク ト)

・一般 会計18 .5億 円,特 別会計9億 円

画像の高速 処理,核 融合 炉の シュ ミレー シ ョン,

気 象解析等 の計算か 可能 な科学 技術用高 速計算 シ

ステムの研究 開発 を引 き続 き強力に進め る。

④ 光 応用計測制御 システムの開 発(大 型 プロ

ジェ ク ト)

・一般 会計12 .5億 円,特 別会計21.9億 円

光 を用 いた画像 情報等の大 量情報 を安 全かつ高

品質に計測 ・伝送 し,制 御することをP∫能 とする

システムの開発を行 うもので,今 年度完了するこ

ととなっている。

⑤ 新機能素子の研究開発(次 世代産業基盤技

術研究開発制度)

・一般会計14 .8億円

高度な情報処理技術を可能 とする超格子素子,

三次元回路素子,耐 環境強化素子の研究開発を行

っもので56年 度か ら行われている。

⑥ 診療支援システムの研究開発

・一般 会計110百 万円

医療知識,診 療チー タ等の医療情報の急増に対

処 し,医 師の診療業務を直接支援する診療支援シ

ステムの開発を継続 して推進する。

⑦ 基盤技術研究開発促進税制(ハ イテク税制)

の新設

資金スキーム
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L L.

先端エ レクトロニクス技術等に係る基盤技術研

究開発用資産の取得価額の7%を 現行の増加試験

研究費の税額控除に加える。

⑧ 中小企業技術基盤強化税制の新設

中小企業者等の各事業年度の試験研究費につい

て6%の 税額控除を認める。

⑨ 基盤技術研究促進センター事業

民間企業における基盤 ・応用段階か らの技術開

発を推進するため出資及び条件付き無利子融資事

業等を実施する。

資金スキームは,前 頁の とおりである。

一5.地 域の情報化の推進

(1)現 在,情 報化は,系 列企業間,同 一業種間を

中心 とした産業分野を中心に進展しているが,

情報化の便益を広 く享受 できるように し,バ ラ

ンスのとれた高度情報化社会を構築してい くた

めには,地 域コ ミュニティの産業,社 会,生 活

の各分野のニー ズに即応した情報処理システム

を導入する等により 「地域の情報化」を進める

ことが不可欠である。

(2)し か しながら,地 域の情報化については,

① まとまった需要がな く個々の需要一単位が小

さいこと,

② 情報化に必要な人材が不足 していること,

③ 資金力が不足 していること

等の要因によ り,地 域の情報化はほ とんど進ん

でいないのが実情である。 このまま放置すれば

益々地域間格差が拡大 してい くおそれがある。

(3)こ のため,ニ ューメデ ィア ・コミュニティ構

想の推進により,地 域の産業 ・社会 ・生活の各

分野のニーズに即 したモデル情報システムの開

10

発 ・構築 ・運用 を展開する。

また,地 域における情報化を推進するため,

地域情報化ビジョンを策定す る。地域情報化関

連施策は以下のとお りである。

① ニューメディア ・コミュニテ ィ構想の推進

・予算74百 万円

ニュー メデ ィア ・コミュニティ構想を59年 度に

引き続 き強力に推進する。(モデル地域6地 域を追

加予定)

また,59年 度に指定 したモデル地域におけるモ

デル情報 システムの構築 を支援するため,工 業再

配置促進費補助金,電 源立地促進対策交付金等の

積極的活用を図る。

② 基盤技術研究促進センター(前 出)に よる

ニューメディア ・コミュニテ ィ構想推進法人

への出資(20億 円の内数)

③ 日本開発銀行による情報処理 ・通信 システ

ム化促進融資(前 出)

④ 北海道東北開発公庫による地域情報促進融

資(1,350億 円の内数)

⑤ 地域情報化促進税制の創設

ニュー メディア ・コミュニティ構想推進法人等

が行 うモデル地域における各種情報 ・通信システ

ムの高度化の促進に資す る業務 を 「特定の基金に

対する負担金の損金算入」の対象業務に追加する。

一6.情 報提供サービスの振興

(1)高 度情報化社会を実現するためには,産 業 ・

社会 ・生活のそれぞれの分野のニーズに見合っ

た情報を的確かつ迅速に選択 ・提供 しうる優れ

た情報ソース(デ ータベース ・情報提供サービ

ス)の 整備 ・振興 を図ることが不可欠である。



(2)し かし、我が国の

デー タベース等情報

提供サービスは欧米

に比べ非常に遅れて

お り、その充実を図

ることが急務である。

(3)こ のため、通商産

業省としては60年 度

以下の情報提供サー

ビス業の振興策等 を

講 じる.

① デ一夕ース台帳

の作成

国内で利用可能なデ

ータベースの所在、内

密等の総合案内を行 う

もので、57年 度から継

続 して作成 している。

② 情報提供サービ

ス整備 ・振興調査

データベース ・情報

提供サービス基盤整備

計画の策定 を行う。.

一

コン ピュータの利用状況

4産 業計

製 造 業

卸 売 業

利 用 して い な い

67.5

棚 のコンヒ。 外用職側の・ンビ・一夕のみ柳

綱 の ンピ・・一夕と蝋 ・聯 馴 のコンビ。一夕を欄

酬:中 ノ1'企新 「製礫 情靴 実繍 査、
,・ 縦 実繍 査、59年12H(勘

四捨五 入の ため 合計は100に ならない
。

1.3

4.3

3.4

〈中

64

企 業'>

451

オンライン化の内容

、
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一

●7.中 小企業の情報化

(1)大 企業と中小企業の間には,コ ンピュータの

導入及び利用状況に大 きな格差が見られ,今 後,

情報化が進展する中で中小企業がこれに適確に

対応していかない場合には,大 企業 との間に新

たな格差が生 じるおそれがある。

(2)こ のため,中 小企業向け汎用プログラムや コ

ンピュー タ利用技術の開発,中 小企業に対する

経営情報 ・技術情報等の情報提供体制の整備,

中小小売商業流通情報ネットワー ク構想の推進

等を通 じて,中 小企業の情報化への対応が円滑

に進むよう中小企業情報化関連施策を以下の と

おり展開する。

① 中小企業事業団中・1・企業情報センターの情

報提供事業

・一般会計505百 万円

中小企業者のための情報の収集 ・分析 ・創出を

行い,中 小企業地域情報センター,中 小企業総合

指導所,公 設試験研究機関等を通 じて中小企業者

に各種情報 を提供する。

② 中小企業地域情報センターの情報提供事業

・一般会計437百 万円

地域の中小企業の情報化を促進す るため,中 小

企業地域情報センターの汎用端末機の設置を助成

し,中 小企業情報センターと接続 して情報提供体

制の整備を図るほか,新 たに中小企業地域情報セ

ンターにホス トコンピュー タを導入し,地 域固有

のデータベースの構築を行 う。

③ 情報処理振興事業協会(IPA)に よる中小企

業情報化事業

・一般会計965百 万円

中小企業向けプログラムに関する調査事業,中
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小企業向け汎用プログラムの開発,コ ンピュータ

利用技術の開発,シ ステム設計高度化技術開発を

昨年度に引き続 き推進する。

④ 中小小売商業流通情報ネットワー ク構想の

推進

・一般会計30百 万円

中小小売商業者の持つ受発注情報,顧 客情報,

商品情報の活用を図るため,今 年度新規に中小小

売商業流通情報ネットワーク開発費補助制度を創

設し流通情報ネ ットワー ク計画の策定を支援する。

⑤ 中小企業OAシ ステムセンター

・一般会計156百 万円

中小企業者 を対象 とす る各種OA機 器及びプロ

グラム利用の実演 ・相談 ・指導を行 うとともに,

「中小企業向け情報化標準システム」の開発を行 う

等によ り,中 小企業者のOA化 に対する指導を推

進する。

⑥ 中小企業事業団による高度化融資

・コンピュータに係 るソフ トウェア開発及び取得

に対する助成を行 うとともに工場等集団化事業の

対象(製 造業)に 情報サービス業 を追加する。

⑦ 中小企業金融公庫による情報基盤整備貸付

〈国民金融公庫の場合は,中 小企業情報化促

進貸付〉

・中小企業金融公庫1 ,704億 円の内数

複数企業間で接続されるオンライン情報処理 シ

ステムを導入する場合に,そ のシステムの構成に

必要な設備の取得に係る資金の融資を最優遇特利

で行う。(企業内オンライン情報処理 システムの導

入は7.55%特 利)

●8.人 材の確保

(1)各 種情報システムを実際に構築 ・運用するた



めに は,シ ステ ムの設計 ・開 発 ・保守 を担 う 多

くの 人材 が必要 である。 しか しなか ら,現 状 で

は こっ した人材が不 足 してお り,ま た地域的 な

偏 在 も著しい。今後高度情 報化社 会へ の円滑 な

移行 を実現す るためには,研 修,指 導,啓 蒙等

に よる人材の確保 ・育成が不 同∫欠であ る。

(2)こ の ため,情 報処理 技術者 試験 の実施や 中小

企 業大学校の 活用等 を通 じて 人材 の確 保,育 成

に努め るこ ととして いる。

●9.情 報化の影ともいうべき問題への対応

(1)コ ン ピュー タ ・セ キュ リテ ィ対策

① 情報化の 急速 な進展 に伴 い,社 会の コンピ

ュー タシ ステム に対 す る依存度 が飛躍的 に高

ま り,シ ステム ダウンや プ ライバ シーの侵害

等 の社会に与 え る影響が 甚大 な もの とな って

いる。

② この ため,健 全 な情報化 の進展 の確保の観

点 か らコンピュー タ ・セキ ュ リテ ィ対策 を本

格 的に検討す るこ とと してい る。

③ このほか,情 報化の進展 に伴 い実態 と乖 離

しつ つあ る各種 法制 度の見 直 しにつ いて も検

討 を行 う。

● おわりに

今年1月 産業構造審議会情報産業部会基本政策

小委員会は,① ソフ トウェア危機への対応,② 開

かれた円滑な産業の情報化,③ コンピュータセキ

ュリティの確保,④ 地域の情報化の推進 を柱 とす

る今後の情報化施策のあり方についての提言を発

表した。通商産業省としては,こ れを受けて昭和

〔参考〕安全対策実施状況

(産業構造審蹴合情報産業部会鯛査)

1)シ ステム ・ダウン発生状況

〈発生状況〉

平均 ダウン間隔460時 間

平均ダウン時間70分

〈ユーザー企業の許容限度〉

平均ダウン間隔6ヶ 月に1回 程度

平均ダウン時間30分 以内

II)セ キュ リテ ィ対策の実施状況(「電子計算機

システム安全対策基準」をペースにした65の

対策項 目の実施状況)

・全システム平均 ・30%

技術面の対策 約16%

設備面の対策'約30%

運用管理面の対策 約38%

自然災害,シ ステム構成要素3e--40%

の障害に対する対策

・業種間でバラツキ

45年 に制定 された 「情報処理振興'1礫 協会等に関

する法律」の一部改正 を行い,ソ フ トウェア危機

へ対応するため情報処理振興事業協会において,

Σシステムの構築を行 うこととし,ま た開かれた

産業の情報化を推進するため 「電 子計算機の連携

指針」を策定することとした。(題名も 「情報処理

の促進に関す る法律」に改められた)

この法改正により,今 後の情報化進展の秩序及

びソフ トウェアを中心 とする情報処理振興の枠組

が形成されたが,さ らにコンピューダ ・セキュ リ

ティ対策のより一層の促進,情 報処理技術者等の

人材の確保等の残 された課題について,民 間の創

意と活力を十分に活用しつつ新規施策の展開を図

ることとしている。
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視 点

情報処 理促進法 と

インターオペラビリティ

通商産業省産業政策局産業組織政策室

小 畑 哲 哉

1.情 報化の進展

近年、我が国産業分野における情報化の進展は、

情報処理技術と通信技術の飛躍的発達 及びこれ ら

の融合により、従来の個別企業内を主 とする拠点

的な展開か ら企業間、異業種間に及ぶ面的な展開

図1情 報ネットワークの利用企業割合

愈回答全寮
ノ

哺一・情報 ネッ トワー ク利用企戴

.コンピュータシステム利用企業・

企黄門のみ 企意向 と金
嵩1呪1の両 方

全盤燗
のみ

17323765100(%

出所:

《禍 仕) (細 枝}(6領脚 ・" .{1Jo9仕)

∴、・綱 ハ坐業 平均利用回線数

情報 ネットワーク ぷ

企業内ネットワ・」ク

.'{金歯内ネガト17一 含めみ)

企霧遡ネツ駕肇rク ゴ:

(麟 麟 ネ"㌦ ワ]:ク φ み)
、'、.」`嘱

灘翻
r'頴蹴 鏑}

灘 簸躍

27.8本!社

24.9本!社

8.5本!祉
、 、7

・恵 、♂

:治 国ジヌ事暴趨扇状繍 浪 一目
二

ここでいう様19♪ ワ一夕ぷ 通信由源一薄㎎ 〔

ご罰禰 禰-障 草隠 〉

∪灘 羅 講輪 柘 ウ

へ と拡 大 しつつ あ る。

さらに 、企 業間の情報 ネ ッ トワー クは、MT(磁

気 テー プ)やFD(フ レ キシブ ルデ ィス ク)等 の磁気

媒体 を交 換す る方法か ら、直接電気通信 回線で結

びつ ける とい うオ ンラ インの方向 に進 みつつあ る。

通産 省の調査 に よると、現在 、コン ピュー タシ

ステム を利用 してい る企業は 、全 回答企業の65%、

そ の うちオ ンライン化

を実施 して い る企業 は

全体 の37%に も及んで

い る。しか しオ ンライン

化 の進 展状 況 は、企業

(1.70Clt} 内 と企業間 とでは
、か

な りの差 異がみ られ る。

企業内 オ ンライン シス

テムを利用 している企業

は全体 の32%で1社 平

均25本 の 回線 を使 用 し

てい るのに比 べ 、企業
含まない.
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間 オンラ インシステム を利用 してい る企 業は 全体

の20%で1社 平均8 .5本 の 回線 を使用 してい るに

す ぎない。(図1・ 前頁)

この ように現 時点では 、必 ず しも企業間オ ンラ

インシ ステムは普 及 して いる とはい えないが 、①

事務の合理 化、情報伝達 の迅速化 等 自動化 、② 効

率 的輸送 、在庫の適正 化 、顧 客ニー ズへ の適 合、

環境適応 力の強化等情 報の有効 活用、③ 取 引先確

保 、価格不安 定性の 除去、新 事業 進出等戦略 的活

用 とい った需要 者側 のニー ズ と、 コンピュー タ等

情 報処理機 器の機能 の高度化 とコ ス トダウン 及び

今年4月 に 旋行 され た電 気通信ll操 法等に よる通

信利用の 白山化 とい う供給 者側の環境 整備 とか合

致 して,今 後急速 に 普及 してい くもの と思われ る。

試算に よる と、 オン ライン市場 は昭和57年 度の

9,300億 円(情 報処理 品 要30,600億[iJの30%)か ら

昭和65年 度 には47,400億[IJ(同74,400億liJク)64%)

へ と著:し く成 長を遂 げ てい くが 、なか で も企 業聞

オンラ イン システムの 占め る割 合か 一段 と高 まっ

てい くこ ととな ろ う。(図2及 び表1)

表1情 報ネッ トワークの資本金規模別利用状況

資本金
規 模

企 業 内 企 業 間 回 答
企業数棚 投業割合 利用回線数

数
回螂 寧ぴ率利用企鋤1 梱 固織t頂 鱗 禦樫

～1億 円 、
'～

.

卜10噛 ・㌧:
.ご㍗,・'

10～1繊i:

100超 ㎡

P。 ・9%i
O紙2-・ 琶

当紗 ・弓
80.4

、9「

褒o本/茸

4・ ㌦ 、}
、`ぐ,

、囎.1・.㌍

73.5'

).

・
、 ヤ2%紬 、
:』.メ ∴ 、

・璽 鱗
ノ 膓',`

12

...一 φ ら

ぷ髄%○'三
、`・'汀

…'㌃ ㌧r 、 `

し(・ … ∴'

52.9

臨.ン

?.3:パ

董7.1

㌧寸 対
、

「 ノr

・ ・:{蟻 擢

、.・ 涌"'

、筑 蟹 締

`

もぞ銘6社
:1諭5
,」 〒 ■.

:㎡P・

9逢38

計 32.3 24.9 14 20.0 8.5 33 1,704

出所 情報システム利用状況調査

注 回線数伸び率は,55年 か ら58年 までの年 平均伸び率 である。

II.望 ま しい企業間 オンラインシステムの構 築

上 述の ように 、企業間 オン ラインシステム は急

速に伸 びてい くもの と思 われ るが 、各事 業者が独

自の システム を構築 す るが ま まに放置 してお くと

次に示す よ うな問題 が生 じるこ ととなる。 すな わ

ち、企業 間システ ムは一 般に 、取 引関係 のあ る企

業 間で システム り一 ダーが、 自社 企業 内システム

を延長 す る方 向で構築 してい く。 したが って、 シ

ステム リー ダーに とっては、効率 的な システム と

す る ことが で きるが 、その相手側 は、取 引先(シ

ステム リー ダー)ご とに異な ったシステム を利用

す るこ とに な り、複数の端 末 を設 置 した り、複雑

で重 複す るソフ トウ ェア の作 成 を強 い られる こと

に なる。

こ うした問題が生 じるのは 、各 メー カー 、 各フ

ァ ミリー相 互間の イ ンターオペ ラビ リテ ィ(相 互運

用性)が 欠如 して いるか らで ある。つ ま り、異な

る メー カー の機 種間 、同一 メー カー で も異なるフ

ァ ミリーの機種 間で は接 続で きない とい う 「ネ ッ

トワー クアー キテ クチャ」の問題 、ハ ー ド上は接

続 されて も、企業間 、異業種間の取 引等に関す る

情報 の処理や授受 の ルー ルが統一 されてい ないた

め に ソフ トウェア作成 に相 当の 負担 がかか る とい

う 「ビジネ スプ ロ トコル」の問題 等か企 業間オ ン
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,

一〇

(情 報処理 舞要の推 計)

オンライン生産額は情報処理需要の一定割合 で実 現する と考え られ る.

そこでわが国にお いて情報処理 に対 してどれ だけの費用が支払われてい るか を

推計 し、これをもって情報処理需要 とす る.情 報処理には コンピュー タが必要

と考 えて、情報処理 費用 とは コンピュー タに要す る費用 とした.費 用は需要の

裏 返 し'とし、二二では情 報処理 費用 を情 報処理 需要 とした.

《昭和57年 度〉 コンピュー タに要す る費用 として とらえる.

図2オ ンライン市場の推計 ・予測

(ハー ドウェア費+保 守費+人 件費+回 線使用料 とその他}

オンライン市場{

(情報処理需要 の予測)

情報処理費用は企業 に とづては間接 費用であ ることか ら、企業の活動水

準に見合 う費用 となる.し たが ってわが国全体 としては実質GNP水 準

に左右 される.ま た、前年度 の情 報処理需要 に も影響 をうけ る.

〈昭和65年 度〉 昭和64年 度 の情 報処理需要 及び昭和65年

度 の実質GNPよ り予測 され る.

1情 報処理纐1(74.400億 剛

巨 ・ラ イ・市場1"7,4・ ・鯛)

オ ンライン比率

ユ_ザ ーの オンライン ↓

誌 三…手㌻台数… ラ・・サー・;酷 ㌣ 温 離
コンピュー タ設置台数 '"・':・:㌦i・ξ:・

=電 電公社+オ ン ラインサー ビス 委託 オ ンライン市場(8,100億 円)

設置サー ビス 売上(民 間)

(1,10e億 円)(500N円}(委 託 オンライン市場 、潜 在的 なオンライン

(オ ンラ イン市場の推計}(オ ンライン市場 の予 測)市 場 の予測)

オンライン市場 を潜 在的なオ ンライン市場及 び委託 オンラ イ オンライン市場 の予測 にあたっては・通信回線の効率 的な 過去 の トレン ドか ら見 ると・オンライン市

ン市場 にわけて考える.潜 在的な オンライン市場 については、 使用に よる伝送 コス トの低下がオ ンライン比率(オ ンラ イ 場 が1%増 大 して も委託 オンライン市場 は

ユ_ザ_diオ ンライン コン ピュー タ設置台数 と業者の設置台 ン市場が情報 処理需要 に 占め る割合)を 上昇 させ るもの と0.8%し か 増大 しない・即 ち・この要 因のみ

数 との比にオンラ インサー ビス売上(民 間分)を 乗 じて推計す 考 えた・ をみ ると・ オンライン市場の うち・潜 在的

る.委 託オンラ イン市場については 、オンラ インサー ビス売 なオ ンライン市場 が ます ます拡大 してい く

上(民 間分)と 電電公社の設備サー ビスによる売上 との合計 と こ とにな る・
しか し、今 後制 度改正 等 もあ り、ス ピンア考え る.(オ ンラインサ ー ビス売上(民 間)に ついては 、受 託

計算売上高に オンライン比率 を乗 ヒるこ とに よって求め られ.ウ トの活 発化が 考え られ るため ・これに よ

る.}っ て修正 をした.

、



上

ライン システム におけ るイン ター オペ ラビ リテ ィ

の 問題であ る。 欧米諸 国でこれが あま り問題 とな

らないのは,IBM社 製 の コン ピュー タを利用す る

企 業 の割 合が極め て高 いか らであ る。

インター オペ ラ ビ リテ ィを欠如 したま ま、企業間

オンライ ンシステム を構 築す る と、 そのシステム

は閉鎖型 とな り,一 定 以上拡 大 しな くなる。 しか

し,企 業 間 シス テムは,構 築 に 多額の コス トを要

す る とともに,影 響 の及ぶ範 囲が広 いため,再 構

築は極め て困難 であ る。企業 間 システムが まさに

普 及 しよ うとしてい る現段階 におい てこそ イン

ター オペ ラ ビ リテ ィの確 保 を図 るこ とが喫 緊の課

題で ある とい えよ う。

III.イ ン タ ー オ ペ ラ ビ リ テ ィ

イン ター オペ ラ ビ リテ ィとは,情 報関連機 器 ・シ

ステム 相互間,情 報 関連機器 の構 成要素 間,又 は

これ ら と利用者 との間,あ るいは情報関連機 器 ・

システム を利用す る組織 間 で,情 報 が円滑 に,し

か も十分満 足す る程度 に交換,処 理 で きるこ とを

意 味 している。

インター オペ ラビ リテ ィの具 体例 を,イ ンタフェ

ー ス ごとに分類 したのが 表2で あるが
,前 述 した

よ うに,企 業 間オ ンライン シス テム の拡 大の過程

で問題 とな るの は主 と して,イ ンタフェースが「マ

表2イ ンターオペ ラ ビリテ ィーの賭局 面

対 象 イ ンター オペ ラビ リテ ィーの局面 イ ン タフ ェー ス イ ン ター オペ ラビ リテ ィー の具 体 例

利用者と機器の相互運用 マ ンマ シ ン ・キー ボー ドの 操 作方 法(キ ー配 列 等)

・操 作 性 ・出力 メ ッセ ー ジの解 釈

利 用 者 ・利用者用高級言語(簡 易操作)

・音声/文 字/図 形/画 像の入出力 等

機器 ・システム間の相互運用 マ シ ン ・マ シ ン ・周辺装置
,付 属装置の本体への接続

・機器の新旧の連続性 (単体) ・辞書情報(か な漢字変換等の辞書)

・機器選択の自由度 ・フ ァ イル の構 成

・異機種間の接続 ・可搬形記録媒体のサイズ

情報関連
・プログラムの移植性(継承,流 通)等

機 器 ・

シス テ ム
マ シ ン ・マ シ ン

(オ ン ラ イ ン)

・汎 用 コ ン ピ ュ ー タ'

・LAN
,WAN

・デ ー タベ ー ス

◆

相互間の

・ビデ オ テ ック ス ネ ッ トワ ー ク ・,

・デ ー タ ・タ ー ミナ ル
ア ー キ テ クチ ャ

・パ ソ コ ン

・プ ロ トコル 変 換 等
、

利用形態 利用する組織間の相互運用 ユ ー ザ ー ・ ・各 種 カー ドのサ イ ズ,フ ォー マ ッ ト

・企 業 内部 門 間,企 業 間, ア プ リケー シ ョン ・商 品 コー ド,企 業 コー ド

異業種間の接続 ・帳票の様式

・ユ ー ザ ー ・デ ー タ の フ ォ ー マ ッ ト

・行政 情 報 デ ー タベ ー ス 等

、
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シ ン ・マ シン(オ ンラ イン)」 と 「ユ ーザー ・アプ

リケー シ ョン」 の場 合であ る。

インター オヘ ラ ビ リテ ィを確保 す るため には,「標

準化」 と 「変換 」の 方法 とが あ るが,変 換 につ い

ては,い わゆ るVAN業 者 が,情 報処理サ ー ビス と

ともに提供す る形態が急速 に拡 大 してい る。 しか

し,実 際 には,変 換のみ であ らゆ るケー スに対応

してい くこ とは,技 術的 ・経済的に 困難であ り,

あ くまで も標準化 を中心 に,イ ン ター オペ ラビ リテ

ィの確保 を図 るこ とが必要 であ る。

ところで、インター オペ ラビ リテ ィの確保に は、

広範 な利害 関係者が存 在す るこ とを念頭 に以下の

事項につ いて も十分配 慮す るこ とが要 請 され る。

第1に 、技術革新の 急速 な進展 とい うこ とであ

る。情 報化の進展 は各社の独 自性が一 つの牽 引力

とな って急速 に展 開 してい るが 、標 準化が これ を

妨 げ る方向に働 くことが あってはな らず 、適切 な

対応が望 まれ る。

第2に 、提 供者側 とユー ザー側 との間のバ ラン

スの とれ た コス ト負担や役割 分担 である。イン ター

オペ ラ ビリテ ィの確保 には、相 当の コス トや作業

が必要 とな るが 、その メ リヅ トは 双方 ともに享受

す るので、適切 な分担 を図 るべ きであ る。

第3に 、競争 と協 調 とのバ ラ ンスに配慮 す ると

い うこ とであ る。インターオペ ラ ビ リテ ィの確保 に

よる基盤整備 が 、競争 条件 を歪め、企業 活力 を減

ず るこ とのない よ う配慮す る一方 、協調 で きる と

ころは協調 し、各参加 者の 負担 を少な くす るこ と

が必要 であ る。 これに よって大 企業 と中小企業 と

の情報 格差が 少 しで も拡大す る ことの ないよ う配

慮が求 め られ よ う。

第4に,国 際 的な動向 との整合性 を図 る必要 が

あ る。 システム化は 、国際 的な商取 引の拡 大 を背

景 として、国境 を越 え展開 しつつ あるが 、この際 、
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支 障 をきたす こ とのない ようISO、IEC等 に よ る

国際標 準 との整合性 を確保 しつ つ、JIS化 してい

くこ とが必要 とな る。

第5に 、セ キュ リテ ィの確保 とい うことで ある。

イ ンターオペ ラビ リテ ィの確保 は、開放 的なネ ッ

トワー クを求 め る もの であ り、セ キュ リテ ィや プ

ライバ シー の確保 には、従来以上 に配慮す るこ と

が重要 となる。

IV.イ ン ター オペ ラ ビ リテ ィ確保 の施策

このようにインターオペ ラビリティの確保には、

多様な配慮事項があるとともに,広 範にわたる利

害関係者が存在することから,第 三者による調整

が必要 となる。情報関連機器 ・システムの提供者

側においては,日 本規格協会がその役割を担って

いたが、情報技術分野の特殊性 を勘案 して,7月

に設置された同協会内の 「情報技術標準化研究セ

ンター」が専任的にインターオペ ラビリティ確保の

ための調査や標準化原案の作成等を行 うことにな

った。一方,需 要者側である一般産業分野におい

ては、ビジネスプロ トコルの統一や業界共同シス

テムの構築等が自ら取 り組む課題 となっているが,

やは り第三者の調整が必要であり,消 費財の分野

では従来より 「流通システム開発センター」がそ

の役割 を果たしてお り,生 産財の分野においても

2月 に当協会の付属機関 として設立された 「産業

情報化推進センター」がその役割 を担 うことにな

っている。

さらに,一 般産業分野における企業間オンライ

ンシステムの効率的なあ り方は,業 界ごとに異な

ってお り,ビ ジネスプロ トコルの標準化等も業務

を十分踏まえたうえで行われることが必要なこと



か ら,「情報処理の促進に関する法律」の第3条 の

2で 「電子計算機の連携利用に関する指針」 を事

業所管大臣が策定,公 表できる旨,定 めている。

V.情 報技術標準化研究センター

情報技術分野においては,① 数 多くの標準化が

技術革新に即 して迅速に定められる必要がある。

② 情報関連機器は,相 互に接続され ることによ り,

より高い価値を生み出すため,.インターオペラビリ

ティの確保が重要 となってきている。③ その規格

は,ハ ー ドウェアとソフ トウェアの双方 を規定す

るもので,複 雑、詳細かつ大量のもの となるため ,

規格作成の作業量は膨大な もの となっている。④

国際的な標準化の動向との整合性 を図 りつつ標準

化を図ってい く必要がある。⑤ユーザ側のニー ズ

の把握,規 格の解釈等に関するコンサルティング

が求められている。一 等の状況がみられる。これ

を反映し,日 本工業標準調査会に設置 された情報

技術標準化特別委員会は,情 報技術の進展に沿っ

たタイム リーなJIS化 と,そ のための早急な体制

作 りの重要性 を指摘 したところであるが、その結

果 として、同センターが設立されることとなった。

セ ンターでは,以 下に掲げる業務等を行 うことを

予定 している。①標準化に対す るニーズの体系的

把握 ②情報技術標準化のための調査研究の実施、

③情報技術分野におけるJIS原 案の作成,④OSI

(関放型システム間相互接続)関 連諸規格の普及に

関する調査研究の実施,⑤ 内外規格作成団体 との

交流,⑥ 情報技術に用いられる用語についてのデ

ータベースの作成,維 持,サ ー ビスの提供,⑦ 情

報技術規格の解釈に関するコンサルティング,⑧

上記に附帯する事業。

VI.産 業 情報化推 進セ ンター

前述 したように,企 業間オンラインシステムは

急速に進展 していき,企 業活動の一層の合理化,

効率化をもたらし,国 民経済の活性化に資するも

のと思われ る。しか しながら、産業分野における

情報化を放置していると,通 産省産業政策局長の

私的諮問機関である 「情報化の進展 と産 業組織に

関する研究会」の報告書にも指摘されているよう

に,以 下のような課題が顕在化 しつつあ り,円 滑

な情報化の進展に とってボ トルネックとなること

が懸念されている。すなわち,第1に ビジネスプ

ロ トコルやネットワー クアーキテクチャ等インタ

ーオペ ラビリティ欠如の問題。第2に 垂直型の系列

ネットワー クの進展に伴 うコス ト負担の増大,大

企業 と中小企業 との間の企業間格差の増大 ,系 列

化強化の問題。第3に ソフ トウェア技術者の大幅

な不足(ソ フ トウェア ・クライシス)の 問題。第

4に 既存法制度が情報化の進展にそ ぐわないばか

りか桂桔 ともなりかねない という問題。一 等であ

る。このような問題を解決するために調査や コン

サルティングを行 うことを目的 として、同センタ

ーが設立された
。その主要業務は以下の とお りで

ある。① ビジネスプロ トコルの統一に関する調査

研究。② ビジネスプロ トコルの登録,メ ンデナン

ス,普 及,啓 蒙,コ ンサルティング。③業界共同

システム等の構築に関する支援。④業界共同シス

テムの基本設計及びコンサルティング。⑤産業界

のシステム化動向調査。⑥産業の情報化を円滑に

推進するための法律,制 度に関する調査研究,提

言。⑦産業の情報化に対する意見交換及び関係方

面への提言。⑧上記に附帯す る事業。
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W.情 報処理の促進に関する法律

「情報処理の促進に関する法律」は,「 情報処理

振興事業協会等に関する法律(昭 和45年 制定)」の

一部改正法である。新規に追加 された項 目は,①

電子計算機の連携利用に関する指針 を設定するこ

ととしたこと,情 報処理振興事業協会(IPA)の

業務 として。②電子計算機を利用してプログラム

の作成を効率化するためのプログラムの開発(シ

グマシステム)。③共同情報処理 システムの開発の

ためのプログラム開発に必要な資金に対する貸付、

④ プログラマー等の技術の向上に要する借入金に

対する債務保証ができるようになったということ

である。(図3)

(i)電 子計算機の連携利用に関する指針

第3条1.「 主務大臣(電 子計算機を利用する事

業者(以 下単に 「事業者」という)の 行 う事業 を

所管する大臣をいう)は,そ の事業の分野に属す

る事業者が広 く連携して当該事業の分野における

電子計算機の効率的な利用を図ることが必要であ

り,か つ,適 切であると認めるときは,計 画を勘

案 して、その事業の分野において事業者が連携し

て行 う電子計算機の利用の態様,そ の実施の方法

及びその実施に当たって配慮すべ き事項に関する

指針 を定め,こ れを公表するものとする。

2.前 項の指針は,関 連中小企業者の利益が不 当

に害されることのないよう配慮されたものでなけ

ればならない。

3.第 一項の指針 を定めるに当たっては,あ らか

じめ,関 係審議会等の意見を聴 くもの とす る。

4.前 項の規定は,第 一項の指針の変更について

準用する。

産業の情報化が進展する過程で発生する課題 と
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しては,ビ ジネスプロトコルの不統一やソフ トウ

ェアコストの増大等があることは前述 したとお り

である。これ らの課題への対応は,基 本的には民

間事業者の努力により行われるべ きものであるが,

必ず しもそれのみでは円滑に進まない場合 も考 え

られるため主務大臣が業界の コンセンサスの形成

を促進し,事 業者の判断の拠 りどころとなるべ き

ソフ トな指針 を策定 し,公 表することとしたもの

であ り,昭 和61年4月 に施行される。

電子計算機の連携利用 とは,複 数の事業者間で

有機的な連絡,協 力を図 りつつコンピュー タを利

用す ることをいい,具 体的には,① それぞれのコ

ンピュー タで処理 した情報を相互に授受しあ うシ

ステム(生 産,流 通,販 売情報等に関する企業間

情報処理 システム等)② 共同で特定のコンピュー

タを利用するシステム(共 同情報処理センター,

共同データベース等)③ 共同でプログラムを開発

し,そ のプログラムを用いてそれぞれ自らの コン

ピュー タを利用するシステム等が考 えられる。

こうした連携利用が効率的かつ適切に行われる

ために,上 記に示 したようなコンピュー タの利用

の方法,パ ターンを定めるとともにこれらを実際

に実施 していくための望 ましい方法 も定めること

となっている。具体的には,① 帳票,コ ー ド等ビ

ジネスプロ トコルの統一化に関す る事項(統 一化

すべきビジネスプロ トコルの優先順位,コ ンセン

サスを形成する場の設置,様 式,桁 数,サ イズ等

具体的内容等に関する事項等)② 共同情報処理セ

ンターの構築,運 営等に関す る事項(処 理対象業

務の種類の決定等のためのコンセンサス形成の方

法等に関する事項等)③ 共同デー タベースの構築

・運営等に関する事項(扱 う情報の範囲の決定等

のためのコンセンサス形成の方法等に関す る事項
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図3情 報処理の促進 に関する法律の体系
(旧 「情報 処理振興 事業協 会等に関す る法律」 昭和45年 制定)

目的:情 報処理の促進

t

電子計算機利用高度化計画
電 子計算機の設 置'

プロ グラムの開発.

(§3)

一

電子計算機の連携

利用に関する指針
プ ログラム調査簿 情報処理技術者試験 資金の確保

」一

(§3の2)

事 業所管大 臣が 、その事業分野に おい'
て事 業者が電子計算機 の効率的 な利 用

を図るため必要 な事項 を定め る
ex共 同デ ー タベー ス

共同情報 処理 セ ンター
伝票等帳票 類の統一

[㍗ 蒜 ㌶誌 を掲載パ 蜜 蓉麓 麹 召;‡從]

(§5)(§6)(§4)
'(
日本開発銀行)

電子計算機振興 貸付
情報処理 ・通信振興 貸付
(中小 企業金融公庫)
情 報基盤整備 貸付

(国民金融 公庫)
中小企 業情報化促進 貸付

(金融債 引受措 置)
.情報処理 振興金融措置

情報処理振興事業 協会(IPA)

(§7～)

特 定プ ログラ
ムの委 託開発 情 報処理サー 情報 処理サー ビ

ビス業者等ヘ ス業者 等以外の
の債務保 証 者へ の債務保証

プロ グラム作成

効率 化業務 資金の貸付業務 そ の ・他

[鞭㌶劉

鴛 琉璃塁】
プログラムの生産性
向上 のため の基盤整

備事業
60FY予 算
産投 出資20億 円
その他の
自己資金10億 円
総事業費
5ヶ 年250億 円

'共同情 報処
理 システムの'

開発 のためのプ ログラム

開発に必要 な資金に対す
る貸付

条件は検討中
、

プロ グラ
一等の 技

の向上 に

す る借 入

. 一

債務保証基 金20.8億 円
保 証 限 度 額208億 円
累積保証件数1,200件

.累積保証金額537億 円.

匡コ ・新規追加分
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等)④ プログラムの共同開発に関する事項等があ

げられよう。

また,こ の指針策定にあたっては,大 企業に比

べて資金面,技 術面,人 材面等において情報化へ

の対応能力が劣ると思われる中小企業が不利益 を

被ることないよう十分配慮することが必要である

とされている。 さらに、関係審議会等の意見を聴

くことで、利害関係者の コンセンサスが指針策定

過程で十分得られることを期待 し,む しろこの過

程を重視しているため,指 針が ソフ トなものであ

るといえよう。

(ii)プ ログラム作成効率化業務

第28条4.電 子計算機を利用 してプログラムの

作成を効率化するためのプログラム(以 下 「効率

化プログラム」 とい う)を 開発すること 等

IPAが,産 業投資特別会計出資,民 間からの出

資、出横奪により昭和60年 度から開始 しているソ

フ トウェア生産工業化システム(シ グマシステム)

構築 ・運営事業を行 うことを示 したものである。

(iii)資金の貸金業務

第28条9.企 業等が行 う電子計算機の共同利用

の うち事業活動の効率化に特に寄与すると認めら

れる態様の共同利用に用いられるプログラムの開

発に必要な資金の貸付 を行 うこと

これは,日 本開発銀行による情報処理 ・通信シ

ステム化促進融資が,複 数企業間で共同利用する

オンラインシステムを構築する場合に,そ のシス

テムに必要な設備の取得に係 る資金 を融資するも

のであるのに対し,非 設備であるプログラムに対

し特別融資を行 うことにしたものである。

★★★近刊のご案内★★★

★★

システム監査基準解説書

監修:通 商産業省 機械情報産業局

〔発行:(財)日 本情報処理開発協会

社会全般 に亘るコンピュー タ依存度が高 まるにつれ、コンピュー タ
・セキュ リテ ィ問題が顕在化 し、それへの対 策が急がれてお ります。

当解説書は、本年1月 、通商産業省か ら公表 された 「システム監査

基準」に基づ き、同省の指導 を得て作成 したものです。

〈目 次〉

1.シ ステム監 査 基準. .

2.シ ステム監査基準の概念

3.一 般基 準

4.実 施基 準

★

★

★

★

5.報 告基準

6.システム監査技法

7.関連法規

8.安 全対策基準(資料)

●B5版

●300ペ ー ジ

●価格

一般:2
,500円

会 員:2,000円

なお 、 当解 説 書 の説 明会 を、9月17、18日 に 開催 い た し ます 。

解 説書 、説 明会 に関 す るお 問い合 わせ ば 、

当協 会 、調 査部 資料 編 集室,

TEL434-8211ex201
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■ インサイド・レポー ト

'}青辛皮イヒ予土会 と

コン ピュー タ・

セキュリティ
ハ リー・ディマイオ氏

当協 会で は,3月27日,情 報処理研修 セ ンター

に て,「 情報化 社会 とコン ピュー タ・セ キュ リテ ィ」

と題す るセ キュ リテ ィ講演会 を開催 した。 講師は,

IBM社 の デー タセ キュ リティ担当部長,ハ リー ・

デ ィマ イオ氏で,業 務 のため 来 日され た機会 をと

らえて,と くに 当協会会 員の ため にセ キュ リテ ィ

問題 をめ ぐる世 界の最新動 向 を伝 えてい ただ く目

的で開催 した もので ある。以 下は その要約 である。

1.セ キ ュ リテ ィの三原 則

今 日の情報 システムは,ハ ー ドウェア,ソ フ ト

ウェア,通 信,そ して人間が,一 定の ルー ルの基

に組合 わ され て出来てい る。 そ して,こ れ らの要

素の相互 作用 を考 えておか ないか ぎ り,安 全対 策

シス テム は失敗す る。 また,相 互 のバ ランス,経

営 の ポ リシーへ の合致 な どが必要 である。

つ ぎに,安 全対策 システムは,個 々の業務や シ

ステムに対応 して考 える必要 があ る。 すなわ ち,

セ キュ リテ ィや 監査 システムは,情 報 システム全

体 の中の一部 として構 築 され る必要が あ り,後 か

ら取 っ付け る とい う性 格の ものでは ない。 システ

ム と同一 の思想 に立つべ きであ り,そ の ため には,

セ キュ リテ ィや監査 人が システム設計の 当初 か ら

参画 し,勧 告 を与 え,そ の効果 を予 測す るこ とが

必要で ある。ただ し,出 来上 ったシステムにつ い

て,セ キュ リテ ィや 監査性 に関す る責 任 を負 うの

は,シ ステムの開発者 であ り,所 有者 であ り,利

用者 であ る。

さ らに,情 報 システムは 技術のみ で出来上 って

いるものではな く,技 術 と人間 の双方か ら成 り立っ

て いる ものであ り,人 間が守 るべ きセ キュ リテ ィ

のルー ルは,技 術的 セキュ リテ ィと同様に重視さ

れなければ な らない。今 日の情報化環境 におい て,

技 術一辺倒 の安 全対策 は通用 しな くな って い る。

2.電 子情報と法的諸問題

最近,電 子形態の情報に関 して,法 律面の整備

の動きが活発になっている。OECDで は,現 在,

知的所有権の概念を刑法面でも手当するための研
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究を行っている。 ヨーロッパ諸国では,著 作権法

や特許法等で情報資産を対象としている国は多い

が,刑 法では有形資産に関する窃取等 しか対象に

ならない。

米国代表の一員としてOECDの 諮問 委員会に出

席した りしているが,そ こでの課題の1つ に情報

の価f直の問題がある。情報の所有権の保護への対

応や、情報の所有権の確定の問題などである。た

とえば,あ るデー タ ・ファイルが所有者から配布

され,受 取手がそのファイルの一部を変更した場

合,受 取手はそのファイル全体について所有権を

得るのか,変 更を加えた部分にのみ権利を得るの

か,元 の所有者の権利はどうなるのか等々,民 事

・刑事両面か らの研究が必要である。

(1)OECD

OECDで は,こ れらの諸問題について広範囲に

取組んでいるが,あ くまでも各国政府を側面から

援助する性格のものであって,近 い将来に条約や

ガイ ドラインをつ くるというような計画はない。

② 国連

国連では、 多国籍企業センターがコンピュータ

犯罪に関する調査を行うという計画を持っている

が.今 の ところ具体的な動 きにはなっていない。

(3)フ ランス

フランスでは、関連法規を見直し,再 構成をは

かろうとしている。

(4)ス カンジナビア諸国

この種の問題について,適 切に対応するための

法律制度の見直 しを行う気運にある。

(5)米国

米国では,現 在,州 際商業取引および銀行業務

に関 して,コ ンピュータ犯罪関連の法案が複数上

程されている。盗聴に関 しては,現 行法が音声だ
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け を 対象 と してお り,デ ー タ伝 送が対 象外であ る

ため,権 限の ない者に よるデー タ伝送 防害につ い

て法案が審議 されて いる。通信がデ ィジタル時代

に 入ってい るが,盗 聴 の問題 は解 決 されて いない。

コンピュー タ犯罪 につ いては,全 米で30州 以 上

が防止法 を成立 させ てい る。 しか し,有 効 に機能

して いない ことが問題 にな ってい る。 また,司 法

省で は,連 邦,州,自 治体 レベ ルにおけ る法律 関

係 を検討 して いる。

昨年7月,中 小企業の コン ピュー タ ・セ キュ リ

テ ィの促進 に関 す る補助施策 が立法化 された。 こ

の法律の 目的 は、 中小企業 におけ る情 報技術管理

の改善,改 ざん ・破壊等 か らの情報 技術保護の た

めの教育 ・訓練,資 金援助 等 を行 うことで ある。

昨年9月,連 邦政府 は,通 信 とコンピュー タの

安 全対策 に関す る委 員会 を新設 した。実施責任 は

国防総 省のNationalSecurityAgencyに 置 か れて

い る。 国防総 省が策 定 してきたハ ー ドウェア,ソ

フ トウ ェアに関す る基準の適用 は,従 来,国 防機

密情報 に限 られていたが,こ れ が全省庁の情報処

理 に適 用 され,現 在 公開討議 に付 されて いる。

連邦準備制度理事 会 と米国規格協 会(ANSI)は,

銀 行業務 とPOSに 関 して積極 的に標準化 をはか

って いる。 しか し,EFT・POSに つ いては,む し

ろイギ リス、 ドイツ,オ ー ス トラ リア等 で先 に実
ノ

現 しよ うとしてい る。 た とえば,オ ー ス トラ リア

は,人 口1千500万 人の大部分 が8大 都市 に集 中し,

4大 銀行 の シェアが大 き く,小 売チ ェー ンも10社

程度 と極め て少 いの で,基 準や協約等 をつ くるの

も比較 的容 易で ある。米 国では,銀 行6,000行,

小 売 チェー ンも1千 社以 上 と,オ ー ス トラ リアの

よ うには事 が運べ ない。
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3.セ キュリティへの旧Mの 取 り組み

従来,セ キュ リティ確保は物理的管理に依存 し

ていたし,ま たそれでよかった。 しか し,今 日の

状況は変わってしまっている。たとえば,ネ ッ ト

ワー クに多数のパソコンが接続されるようになり,

各々のデータファイルには各部門の長が管理責任

者 という姿になってきている。これは,コ ンピュ

ータ部門長がセキュ リティに全責任をもっていた

数年前 とは基本的に異なる点である。従って当社

の基本方針 も状況に合せて変化 してきている。

(1)OSの 整合性確保

IBMは,基 幹OSで あるMVSとVMに ついて,整合

性確保に大きな努力を注いできた。厳 しいテス ト

をくり返し,OSが 設計仕様どお りに動 くこと,仕

様書以外の方法では機能しないこと等を,当 社 と

して保証 し実証する必要がある。このOSの 整合

性確保こそがセキュ リティ対策の前提である。

(2)本 人確認技術

本人確認方法の技術については,チ ップカー ド

等 も研究対象になっている。指紋や掌紋 を利用 し

た方法 も可能であるが,こ の場合は,社 会的な問

題す ら普及が難 しいと思われる。

IBMで は,サ インの際の筆圧や書 くスピー ド等,

個 人の癖を利用 した筆跡確認の実用化 を進めてい

る。米国その他で実験 を行い,良 い結果が出てい

る。ただ し,ア ルファベ ット用に開発 した技術で

あるので,漢 字でもうまく適用できるか どうか,

日本でもテス トしたい と考えている。

ほかに有望 な方法 として音声認識技術がある。

この分野は,日 本でも盛んに研究が行われている

が,音 声の理解 と音声識別はまった く別の技術を

使 っていることを知ってお くべきである。音声自

体は,し ゃべる内容がわかればよい。音声識別は,

誰が しゃべ って いるか が問題 であ り,微 妙 なニュ

ア ンス も重要 にな って くる。 この 両 方の技術 を組

合わせ る と,理 想的 なシ ステムに なる と考 えられ

る。つ ま り,い ろい ろな本 人確 認 方法が とられ

ているが,い ずれの方法に も共通 した未解決の問

題が ある。 それ は,最 初に ロ グオン した人 と,そ

の後端 末を使 って いる人 とが同一 人物であ るか ど

うか を識別 できない こ とであ る。

(3)暗 号 技術

暗号 の普及は,世 界的に遅 々 と してお り進ん で

いない。しか し,今 後は,暗 号用 の安 価 なチ ップが

開発 され,鍵 管理方式 が改善 されれば,こ の状 態

は変わ る と思 われ る。 さらに,音 声,デ ー タ通 信

のデ ィジ タル化が進めば,暗 号の必要 性は一段 と

強 まると思 われる。

米国の暗号標 準DES(DataEncryptionStanda

rd)は,IBMが 開 発 した もの であ るが,こ れは非常

に堅 固な防 護能 力を備 えていると信 じてい る。IBM

で は,国 際間 で もDESを 採 用 して いるが,今 日

までア タック して成功 した例は ない。 もっ とも,

大 量の コン ピュー タ ・パ ワー と時 間 をかけ て試行

錯 誤 を くり返せ ばDESは 解 け るが,こ れは経済

的 に採算に合 わない。

DESの 他 には,公 開鍵方式 に も興 味 を もってい

る。暗号 の強度 うんぬんでは な く,あ る特定 分野

での利用 で魅力的 であ るとい うこ とであ る。

■

(4)シ ステム監査

IBMの 活動でもう一つ大切 なものは,シ ステム

監査人が参画し,シ ステム設計を援助 し,ま たシ

ステム監査のためのソフ トウェアツールの開発に

も協力 していることである。この種のツール も範

囲が広が り,取 引処理や管理統制用からOAに ま

で及んでいる。(当協会 ・鳥居壮行)
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■ デ ータ・バ ンク

わが国における

データベースの現 状

～昭和59年 度 データベース台帳の分析～

通商産業省機械情報産業局情報処理システム開発課

中 野 節

であ り,デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス企業等か ら年1

1.は じめ に 回,サ ー ビス してい る内容 等につ いて通 商産 業大

臣に 申告 して もらい,申 告のあ ったデー タベ ー ス

通fg産 業省、 昭和60年5Hに デ ー タベー ス台帳 を台帳 として とりま とめ,各 商⊥ 会議所,各 通 商

制度 に戊ll・つ く 「ll({和59年度 デー タベ ー ス台帳総覧」 産 業局,情 報関係 団体 等に 設置 し、 自由にデー タ

を作 成し発 表した ベー ス利用者か 閲覧で きるよ うに した もの であ る,

本 碑 文とは,デ ー タベ … ス ・サー ビスの利用促 対象 となるデー タベー スは,不 特定 多数 を対象

進 を 目的 として、 昭和57年9月 に創設 され た制度 として販売 してい る もの,あ るいは販売す る具体

表1わ が国 で利 用可能 なデー タベ ースの外国企業製 日本企 業製 内訳

87年 度5 58∵.
ら'卑 ㍗ 度 ㌦ ' 溺 ・年7

収録DB数 ・ΩB壼 数 収録D13散
る

一
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、
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日本 企 業 製

データベース
132 {218%}

・親 親 　 』・で螂 窪撤
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【旙 ぷ
品

薄片
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㌃ 憾▽ 冶

陪 ⑱

!議薄
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(注)DB実 数:

1,ij・の フロデ1一 サ か構築 した 同一・71称のデー タベ ー スか,複 数 のデ ィス トリビュー タあ るいは代理

店 を通 じて 日本で販売 されてい る場 合に,当 該デー タベ ー スを一つ と数 えた数字。

<例>1.あ る 同 ・の デー タベ ー スを複数のデ ィス トリビュー タの 各々が 本台帳に 申告 してい る場 合。

2.あ る同一・のDBを,デ ィス トリビ ュー タ及び代行検索 業者か それ ぞれ本台帳に 申告 してい る場合 。
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的 な予定 の あるデー タベー スであ り,特 定 の企 業

のみにサ ー ビス してい るデー タベ ー スは 対象外 と

な る。 なお,海 外で作成 され たデー タベ ー スであ

って も,国 内でサー ビ スを受け られ るもの につい

ては対 象 として いる。

昭和59年 度 台帳総覧 には,75法 人,924の デ ー タ

ベー スが収 録 されてお り
,各 デー タベー スご とに

① デー タベ ー スの概 要,② デー タベー スの利用方

法,③ サ ー ビス上 の特徴 ・特 色,④ 検索,ア ウ ト

プ ッ ト等 の例示等が 記載 され ている。

以下,本 台帳 総覧 を中心に,欧 米におけ るデー

タベ ー ス ・サ ー ビスの現状 を踏 まえつ つ我が 国に

おけるデー タベ ー ス ・サ ー ビスの現状 を分析す る。

2.我 が 国のデータベースサービスの現状

昭和59年 度デー タベ ー スサ ー ビスの現状(昭 和

59年9月 現 在)は 以下 の とお りであ る。

(1)デ ー タベ ー ス数

一般 のサ ー ビスに供 されて いるデー タベー ス数

は924(58年 度 調査 におけ る679に 対 して36%増)

で ある。 この うちわが 国で作成 された ものが199,

外 国 で作成 された ものが725と な ってお り,8割 弱

を海 外に依存 してい る状況 であ る(表1)。

(2)分 野 別内 訳

テーマの分野別 の傾 向 としては,「 自然科学 ・技

術」 お よび 「ビジネ ス」の ウ ェイ トが 高 く,こ れ

図1わ が国でサー ビスされている分野別データベース数内訳

(59年 度)総DB数1,242

ビジネ ス 自然科学 ・技術

38%37%

市場/商 品情報

101

経済89

(世 界 ・外国)
、、一__,"

(日本)21

金融/証 券/

為替 レー ト70

(29%)

生命学/医 学/

生物/薬 学91

物理/電 子/52
コンピュー タ

(31%)

一般15%

(60%)

社会科学 ・人文科学

9%

図書 学
報科学

(48%)

その他1%

19

(46%)

(注)パ ーセ ン トは昨年比伸 び率。
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らの分野 で全体 の75%と な って いる。特に 自然科

学 ・技術分 野では,生 命学/医 学/薬 学/生 物,

化学,物 理/電 子/コ ン ピュー タが,ビ ジネス分

野では,市 場/商 品情報,経 済,金 融/証 券/為

替 レー ト,企 業財 務/企 業情 報か主 な分 野 となっ

てい る(図1)。

(3)デ ー タベー スサ ー ビス企業数

デー タベ ー ス台帳 に よれば,わ が国 でデー タベ

ー スサー ビスに携 さわ
っている企業の数 は75(58

年度 調 査におけ る58に 対 して29.3%増)で ある。

プ ロデ ュー サのみ,あ るいはデ ィス トリビュー タ

のみ を行 ってい る専業者 は少 な く,複 合サー ビ ス

を行 っている場 合か 多い。外国企業 製デー タベー

スの割合か 大 きいため,デ ィス トリビュー タの数

が 多い(表2)。

ベ ー スの売上 高が年 間で数億円か ら 十数 億円 であ

るの に対 し,米 国の大手デー タベー スの数 十億 円

か ら数 百億円 に対 し,10分 の1秒 度 にな ってい る。

デー タベ ー スの規模 を収 録デー タの件数 でみ る

と,世 界最 大 と言 われ るロ ッキー ド社のDIALOG

か200フ ァ イルで1億 件 を超 えるのに対 し,わ か 国

最大 の 日本科学技 術情 報セ ンター(JICST)が18

フ ァ イル約2,200万 件 とされてい る。

ユー ザ数 でみ る と,米 国 ダウジ ョー ンズ社,コ

ンピュサーブ社が約20万 で あるのに対 し,わ が 国

のデー タベ ー スでユー ザーが1万 を超 える ものは

無 い と言われ ている。

4.ま と め

3.世 界 の動 向

特定サ ー ビス産業実 態調 査によれば,昭 和59年

の わが 国デー タベー スの売上高 は967億 円 となっ

てい る。 い くつか の市場 調査 に基づ く(財)日 本情

報処理開 発協会の推 計に よれば,59年 の 米 国,欧

州の売上 高はそれ ぞれ4,560億 円,3,000億 円 とな

ってお り,米 国の市場 はわが 国の4倍 以上 の水 準

を保 ってい る(図2)。

企 業別 の売 上高 をみ ると,わ が 国の大手 デー タ

58年12月 に出された産業構造審議会情報産業部

会のニューメデ ィアの発展のあり方に関する中間

答申では,ニ ュー メディア関連産業のバランスの

とれた発展が重要 との観点から,と りわけデー タ

ベースなど情報提供サー ビスの充実 を早急に対応

すべ き重点課題 として指摘している。これを受け

て,59年4月,デ ー タベース等情報提供サービス

の充実 ・強化のために,こ れらの基盤整備 を図る

上で解決すべ き諸課題について集中的に審議を行

う場 として,情 報産業部会に情報提供サービス振

興小委員会 を設置した。当小委員会では,デ ータ

表2サ ービス業態別企業数

(注)1.登 録 企業数 は75社 。

2.例 え ば,デ ー タベ ー スプ ロデ ューサ とデー タベー スデ ィス トリビュー タを兼業 して いる企業 は,

デ ー タベ ー スプロデ ューサ とデー タベー スデ ィス トリビュー タの両方 の兼業欄 に計 上 され てい る
。
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ベースの現状 と動向,制 度及び人材教育等の基盤

整備面,構 築促進等の振興策のあり方,国 際的展

開等の課題について検討 を重ねている。

通信インフラストクチャの充実,電 気通信事業

の 自由化等の環境 変化に よって,デ ー タベ ー スデ

ィス トリビュー タとネッ トワー クサー ビス業者の

境 界が あい まいに な るな ど,デ ー タベ ー スサー ビ

ス業 その もの も大 き く変化 してい くと考 え られ る。

デー タベー スサー ビスの健 全 な発展 のために は,

こ うした流れへ の適確 な対 応 とともに,プ ライバ

シー,セ キュ リテ ィ等,情 報化社会 の基本的問題

を含めた上記課題 の解決が重要 である。

なお,59年 度 デー タベー ス台帳総覧 は,(財)日

本情報 処理開 発協 会にお いて頒 布 され てい る。

申込先(財)日 本情報 処理開 発協 会

調査部 資料編集室

TELO3(434)8211(内)201

図2日 ・米 ・欧のデ ータベース ・サー ビス売上高推移

(億円)

(4,560)

米 国

(3,000)

欧州全体

80818283

(注)1.1ド ル=240円 で計 算:。

2.日 ・欧については オンライン とパ ッチの合計。

3.米 国は オンラインのみ。

〔出所〕通 商産 業省特定サー ビス産業実 態調査等に よる(財)日 本情報処理 開発協会の推計。

967

日本

(年)
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■ 海外の話題

日独

情報 技術フォーラム

1.フ ォ ーラム発足の経 緯
2.フ ォーラムの 目的

1983年8月,西 独の リーゼンフーバー研究技術

大臣が宇野通商産業大臣を訪問 した際,両 国の情

報技術分野における産業界,学 界及び政府の関係

者によるフォーラムの設置の提案があった。

西独においては,近 年経済の活性化を図る上で

先端技術の果たす役割がますます重要視されつつ

ある。特に情報技術は,産 業のみならず社会の情

報化を促進 し,豊 かな社会を構築 してい く上で 多

大な貢献を果たすことが期待されるため,先 進各

国と協力しつつその研究開発を強力に推進す る方

針を打ち出している。

このような見地か ら,ニ ューメデ ィア,第 五世

代コンピュータなど情報技術の研究開発に活発な

取 り組みをみせ ている我が国 との間で研究技術交

流を進めていくことを希望 している。

リーゼンフーバー研究技術大臣の提案を踏 まえ,

通商産業省から関係団体に呼びかけ 日独の事務 レ

ベルで協議を重ねた結果 「日独情報技術フォーラ

ム」を開催することとなった。

本フォーラムは,日 独の産業界,学 界の指導的

立場にある研究者,技 術者及び政策担当者が一堂

に会し,コ ンピュー タ,半 導体,ニ ューメディア

など情報分野の研究開発の動向及び政策のあ り方

について自由な意見交換 を行うとともに,当 該分

野の指導的立場にある人々の交流を図ることによ

り,両 国の一層緊密な産業協力,研 究協力の促進

に資す ることを目的とする。

3.フ ォ ーラム実施の態勢

フォーラム担当の政府機関はc日 本側が通商産

業省,ド イツ側が連邦研究技術者(BMFT)で あ

る。事務局は,日 本が(財)日 本情報処理開発協会,

ドイツが数学デー タ処理協会(GMD)で ある。さ

らに,日 本側では,外 地での渉外担当 として日本

貿易振興会(JETRO),産 業会を代表 して(社)日

本電子工業振興協会,(社)日 本電子機械工業会が

参画 している。フォーラムの 日程や議題など実質
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的内容 を審議決 定す る機 関 として両 国はそれ ぞれ

コア ・メンバー と称す る
,学 者 ・研究者 ・技術者

か らな る委員会 を設けて いる。 日本側の委 員長 は

柳井 久義 教授(芝 浦工 業大学),ド イツ側の委 員長

はワル ター ・エ ングル教授(ア ーヘ ン工科 大学)

で あ る。 日本側 コア ・メンバ ーは10名 ,委 員長 を

除 き,ニ ュー メデ ィア,コ ン ピュー タ,半 導体 の

3グ ルー プにそれ ぞれ3名 ずつ分かれ てい る
。 ド

イツ側の コア ・メンバー の構成 もほ"同 様 であ る
。

第2回 目の フォー ラムは,昨 年4月 の第1回 東

京大会 の成功 を受け て,本 年4月 下旬に西 ドイツ

で開催 され た。本年 度の フ ォー ラムは4月29,30

両 日のベ ル リンでの本会議 に先 立 ち,グ ルー プ ご

とにエ クスパー ト ・ミーテ ィン グを行 うこ とにな

った。す なわ ち,コ ン ピュー タ及びニュー メデ ィ

アの混合 グループは4月25,26の 両 日ボ ンの郊外

のGMD本 部 で,セ ミコンダ クター組 は4月24 ,25

Bに ミュンヘ ンの シー メンス社 でそれ ぞれエ クス

パー ト ・ミー テ ィングを開 いた。

、
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コン ピュー タ及びニ ュー メデ ィアに関す るエ ク

スパー ト・ミー テ ィングは,GMD所 長 のシパー ス

キー 博士の短か い歓迎 の挨拶 の後,次 の5つ の題 目

につ いて2日 間に わた り意見の 交換 を行 った
。

・Man-MachineInterface

'FaultTolerantSystems

・ArchitectureforScientificC
omputation

・ExpertSystems

・NewMediaTechnology

今 場 は今世紀 始めに富裕 な銀行家が 金にあかせ

て城塞 を模 して建 てた と伝 え られ る建 物の瀧 酒な

一室 で
,四 方の壁の上 部には古典 に題材 をとった

幾つかの絵画 が飾 られ,下 方の腰 に当 る部分に は

幼 児の顔 と葡萄 の葉 を模 した彫刻板が貼 りつけ ら

れ ていた。

参加者 は両国併せ て40名 弱。 発表 時間は1人15

分 前 後に制 限 され たため,発 表者は切角 の準備 に

も拘 らず十分 な意見開陳が で きなか つた場 合 もあ

ったよ うだが,討 議 は極め て活発だ った
。 会議 の

終 りに際 し両国の議長 であ る元岡達 教授(東 京大

学)と シパ ー スキー所長 が講評 を行 った。次 回か

らも う少 し議 題の数 を絞 った方が よい とい う点 で
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意 見が一致 した。

ドイツ側の歓待 は大変 な ものであ った。エ クス

パ ー ト ・ミー テ ィング前 夜には ライ ン河 を見下す

素晴 ら しい展望 の丘上 の レス トランで正式 な晩餐

に招待 され,翌 夜 はバ スで隣町 のケル ンに まで足

を伸 ば し,大 聖 堂の足下 の ビア ・ホー ルで気 さ く

な歓談 を楽 しんだ。帰 路,車 窓か ら振 り返 り見 た,

電 飾に照 らし出 され 夜空に青 白 く燐光 を放 って

屹立す る2本 の尖塔 は夢の よ うに美 しか った。

さ らにその翌夜 は,日 本側 で ボン唯一 の 日本料理

店に ドイツ側 を招待 して返礼の宴 を張 った。

ミュンヘ ンで開催 され た,セ ミコンダ クターの

エ クスパー ト・ミーテ ィン グも盛会 であった と伝

え られ る。

本会議は第1日 目の午前が全体会議,午 後はP

ublicService,Systems及 びComponentsの3グ ル

ープに分かれて専門的な意見を交換 し,第2日 目

の午前が再び全体会議で総括 を行ない,午 後か ら

研究施設等の見学 という日程であった。

第1日 目の全体会議では,ま ず,ド イツ政府を

代表して連邦研究技術者の トーマス次官が歓迎の

辞を述べた後,こ れに応える形で日本政府代表の

通商産業省機械情報産業局電子政策課牧野力課長

が立って,「高度情報化社会実現のための課題と対

応」 と題する基調講演を行い,わ が国の情報化推

進のための政策を紹介した。すなわち.ソ フ トウ

エア生産工業化(シ グマ)シ ステムの構築プロジ

ェクト,イ ンター オペラブル ・デー タベース ・シ

ステムの研究開発,地 方の情報化促進のためのニ

ュー メディア ・コ ミュニテ ィ構想,第 五世代コン
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ピ ュー タシステムの研究 開発,電 子 計算機 システ

ム安 全対策 基準の策定、 国際情報秩 序形成へ の協

力 と貢 献な どにつ いて具体 的に言及 した。

第1日 目の午 後の ワー クシ ョップは3つ の グル

ープに分か れて行 われ た。PublicServicesの グ

ルー プでは,ま ず両 国の電気通信 ネ ッ トワー トの

現状 と将来につ いてプ レゼ ンテー シ ョンがな され

た後,ビ デ オテ ッ クス,テ レテ ックス・ さらに は

LAN,PABX,ISDNな どにつ いて論議 され た。

Systemsの グルー プでは,"LANversusPABX",

"Protocols&Gateways"
,"Access&switching

methods"及 び"Standards&realizationexamples"

の4つ の テーマ を取扱 った。Componentsの グルー

プ では,主 として光 通信に関す る諸問題が討議 さ

れた。

第2日 目の全体会議 では,ワ ー クショップの 各

グルー プの レポー ターか ら当該 グループの討議模

様 につ いて簡単 な報告 が なされた後,日 本側 か ら

東大 の宮川洋教授 が 「日本 におけ るLANと そ の応

用」につ いて講演,さ らにLANの ドイツ側の事情

につ き ドイツ側参加 者か らの 講演 が行われ た。 引

続 いて両 国の議長,政 府代表 者か ら閉会の辞 があ

り、 第2回 目の 日独 フ ォー ラムは盛況裡 に幕 を閉

じたの であ る。

本会議へ の参加者 は60名 を越 えた。会場は銀 色

に輝 く,巨 大 な宇 宙船 み たいな,奇 怪 な形状 の国

際 会議 セ ン ター(ICC)で,国 際 会議 専用の建物 だ

けに諸設備 は完備 してお り,快 適な会議が 楽 しめ

た。ベ ル リンで も ドイツ側 の歓 待は至 れ り尽せ り

であった。 まず,本 会議 の前夜,ラ イ ヒスター ク

(旧 国会議事 堂)の 中で連 邦研 究技術 省主 催の歓迎 パ

ーテ ィーが開 かれた
。 ここのバ ル コニーに立つ と,

す ぐ足下 に東西 ドイツを分かつ 壁が立 っていて,



官

、
べ

・4'
〆tin

押

縁 、
鷺 、黛・二

、毒 ρ

▲ トーマス次官と牧野課長の会談

ゴ

毎

7

自然 と東ベ ル リンを覗 き込む恰好 にな り,ド イツ

の置かれた厳 しい現実 をいや で も認識せ ざるを得

なか った。 ドイツでの宴 会は,殆 どすべ てバ イキ

ン グ形式だ ったが,ワ イ ンとビールがふ んだんに

サー ビ スされ た。ワ インにつ いては ウエ イターが

2種 類 の銘柄 を持 って来 て,ど ちらが よいか と訊

くの だが、 われ われは要す るに どちらで もよか っ

たの で,面 倒 なだけだ った。翌 日の宵 は,ベ ル リ

ン市主催 のパー テ ィーが会議場 に隣接 す るラ ジオ

・タワー の展望 台で行われ た
。東京 タワー の展望

室 を借切 って宴会 をや るよ うな もので ある。 これ

には恐縮せ ざるを得 なか った。

6.反 省と今後の フォーラムに期待するもの

第2回 目独情報技術フォー ラムは上述のとお り

多くの成果を挙げて無事終了したが,そ の実質的

内容についてまた,フ ォーラムの目的についても

日独の間に微妙 な理解の喰違いが感ぜ られないこ

ともなかった。しか し,こ れらのことは国際会議

とか国際協力とかいうものにはつきものである。

ある本を読んでいて次のような文章にお目にかか

ったことがある。「異民族 ・異国人が一緒に暮 らし,
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▲ベル リンにおいての本会議(%:の

共に働 い てい ると,相 η1理解が深 ま り,世 界'び和

につ なが る とい うの はユ ー トピア幻 想であ る。実

状 は,人 間 は 「1分と同種の文化 圏の 人間 といるの

が一 番 くつ ろ ぎ,安 定す るのだ。 だか ら,異 なっ

た文化 の人達 と住 む と緊張 を必要 と し,心 理 的 な

安定 を欠いて落 ちつ かな くな り,結 果 として相Jll

嫌 悪 にお ちいる」

日独 フ ォー ラム も回数 を積 重ねて 交流 を継続す

るこ とが必要 であろ う。簡単 に結論 を出 した り,

早 急 に事 実 を求め る ことは避 け るべ きであ る。 辛

抱強 く論理 に よる意思疎通 を貫いて行 く以外に国

際協 力の実 を挙 げる方策 はないの である。

さて,今 後の フ ォー ラムへ の期待 としては 、国

レベ ルでは,日 独科 学技術協 力協定,ソ フ トウェ

ア生産工 業化 システム(Σ シ ステム)へ のGMDの

参 画希望 等,民 間 レベ ル では,富 士通 とシー メン

ス,日 立 とBASFの 汎 用電 子計算機 のOEM,東 芝

とシー メンス との間で半導体(1MDRAM)の 開 発,

製 造に関 す る技術供 与が ある。 また今後 は,本 フ

ォー ラムでの交流 を契機に 国及び民間 レベ ルでの

相互協 力関 係が一層進 展す るこ とが期待 されて い

る。

(瀬 戸 良洋 ・当協 会技術調査部長)

33



創立15周 年を迎えた

地 方自治情 報セ ンター は,こ とし5月1日 で創

立15周 年 を迎 えた。

振 り返 ってみ る と,セ ン ター が弧 々(こ こ)の

声 をあげ たのは昭和45年 の ことである。 この年,

1970年 は"情 報化 社会 元年、 といわれ た年 で もあ

った。

東京 オ リン ピッ クと東海道新幹線 の開通 を頂点

とした高 度経済成 長の時代が よ うや く欄熟期 を迎

え,コ ンピュー タを中心 とした新 しい技術 革新の

波が社会生 活のなかへ も,ひ た ひた と押 し寄せ始

め た頃 であ る。

地 方公共団体 の コンピュー タ利用 も,ま だ まだ

とい った ところで,全 団体 の35.6%,1,172団 体 が

なん らか のか たちで活用 して いたにす ぎない。

しか しなが ら,コ ンピュー タが将来 の行政 事務

の有力 な道具 となるこ とは間違 いない,と い う空

気 は横溢(い つ)し てお り,自 治省は昭和44年 度

の重 点施 策 として 「地方公共 団体 におけ る コンピ

ュー タに よる情 報処理体制 の整備確立」 を掲 げて

い た。 これがセ ン ター 設立の重要 な契機 となった。

とい うの も,地 方公共団体が コンピュー タを利

用 しよ うに も,シ ステム開発の支援体制 も無 く,

要 員の教育研 修 をす る機関 もない。 そ こで,全 国

知事 会,全 国市長 会,全 国町村 会な ど地方六 団体

が中心 とな り,全 国の地方 公共団体の"総 意。 の

もとに地 方 自治情報 セ ンターがつ くられ たのであ

る。

以来,15年 間,国 の内外は激動の時代でもあっ

た。48年 のオイルショックの影響か ら,わ が国経

済はこれまでの高度成長に終焉(え ん)を 告げ,

一気に低成長時代へ と突入した。これに伴い,地

方公共団体の財政収入の伸びが著 しく鈍 くなる。

その一方で,人 口の都市集中化に よる過密,過 疎,

さらには高齢化する老人問題などが,一 層,深 刻

化し,地 方公共団体は,こ の ような行政需要 と赤

字財政のはざまのなかで.行 政の簡素 ・効率化が

迫 られるようになった。

そんな荒波にもまれなが らも,地 方公共団体の

コンピュータ利用は着々と進み,59年4月 の自治

省調査によると全地方公共団体の95.6%に あたる

3,176団 体が活用 しているのである。

当センターへの会員加入状況をみても設立当時

は,都 道府県,指 定都市の52団 体のみ(沖 縄県は

本土復帰前であり,札 幌,川 崎,広 島,福 岡の4

市はセンター設立後,指 定都市 となる)で あった

が,現 在では,1,500に 達する地方公共団体が会員

として参加 し,セ ンター事業 を支えているのであ

る。

地方公共団体のコンピュー タ利用は昭和35年 の

大阪市にはじまるが,当 初はほとんどが税や給与,

統計等の経常的な大量定型業務のデー タ処理がほ

とんどであった。しかし,その後の著しい機器性能

の向上 と情報処理技術,通 信の進歩 とあいまって,

オンライン ・システムやデータベー ス ・システム
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会員サロン

地方 自治情報センター
(財)地 方自治情報センター資料室長 山 浦 守

な どの 高度利用 を推 進す る団体が増 え,予 測 ・計

画 などの行政分野へ もコン ピュー タが 利用 され る

よ うに なった。

さらにこ こ数年 は,従 来の汎用 コン ピュー タで

は対応 で きなか った分野にパ ソコンが 利用 され る

よ うに なった。 また,ワ ー プロ,フ ァ クシ ミリな

どとと もに最新 の情報処 理機 器であ る光 フ ァイル

を導入す る団体 も 目につ くよ うにな り,OA機 器の

積極 的 な活用 がはか られて いる。

当セ ン ター もこの よ うな地方 公共団体の動 向 を

み なが ら順調 な活動 をつづ け,各 種行政情報処理

システムの研究 開発や,わ が国 で生産 され てい る

四大 メー カー の コンピュー タを駆 使 しての情報処

理事 業,こ れ までに延べ5万 人を超す受講者 の参

加 をみた教育研修,年 間300件 に ものぼ る相談 ・助

言事業 、地方公共 団体に 関 しては,わ が国唯一 の

情 報処理専 門誌 として御好評 をい ただいて いる月

刊 「地方 自治 コン ピュー タ」 の発行,パ ソコン を

含め640シ ステ ムが登録 されてい るシステム ライ

ブ ラ リィの提供等 に よって会 員サー ビス を行 って

い る ところであ る。

人間 でい えば,当 年 とって15歳 の 当セ ンター で

あ る。 ヨチ ヨチ 歩 きの昭和40年 代後半か ら,小,

中 学生 時代 だ った50年 代,そ して今年,い まよ う

や く高校へ 入学 したばか りであ る。 しか し,こ の

間,コ ン ピュー タは,特 にハー ド面の 技術 展開に

おいて驚 異的 な発展 を遂げ た。 その延長 線上に い

ま,高 度情報化社会の到来がいわれている。昨年

秋から始まった東京 ・三鷹,武 蔵野地区のINSの

実験やギャプテン ・システムの商用開始など,家

庭の茶の間にまで新しい情報システムが入 りこむ

ようになった。

こっした世の中の動 きに対 し,行 政か無関心で

いることを許されないのは当然である。国におけ

る第二次臨時行政調査会の答申,あ るいは地方公

共団体に対する地方行 革大綱にもみられるとお り,

行政事務効率化の一環 としてOA機 器の利用が指

摘され,事 実,地 方公共団体では活発な導入が行

われている。

とはいえ,い ささか過熱気味のニューメデ ィア

・フィーバーに象徴されるように,い わゆる高度

情報社会への行政の対応は、広範かつ複雑な問題

が山積 し,現 時点では,漠 然とした将来が予測 さ

れているだけである。

このような"不 透明な時代、における当センタ

ーの役割は,正 確な情報をできるだけ 多く,収 集,

分析して会員である地方公共団体のニー ズにこた

えることであろう。

新 しい技術 と地方行政の情報処理 システムがか

らみあう諸問題については,す でにい くつかの調

査研究 を進めているところであるが,創 立15年 を

一つのステップ として
,来 たるべ き21世 紀へ向け

て,新 たなる飛躍を,役 職 員一丸となって念 じて

いる昨今のセンターである。
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憩、..購 纏瓢 醗 鯵

◇会長の交代

7月15日 の昭和60年度第2回 理

`}桧において役員の選任について

審議され会長の交代が決議された。

この結果,島 田喜仁会長が退任し,

後任に影山衛司が7月30日 に就任

した。

60年度の新体制は以一ドのとおり

である。

会 長 影山衛司

専務理事 西脇敏彦

常務理事 河村篤信

小嶋利文

中山隆夫

中屋敷正人

山本欣子

監 事 内田善一

◇賛助会員研究会の発足

今年度より新たに賛助会員の情

報処理部門及び企画 ・調査部門の

担当者を対象とした研究会が発足

した。当研究会は情報処理に関連

する最近の話題 当協会の実施事

業の中からとりわけ賛助会員の関

心が高いと思われるテーマを選定

し,毎 月1回 開催する。

今年度のテーマとしては,イ ン

ターオペラビリティ,ニ ューメデ

ィアコミュニティ,デ ータベーズ.

コンピュータ・セキュリティ,T

DF等 を予定しており,す でに以

下の研究会 を開催 した。

○第1回 研究会6月3日(月)

15:00～17:00

於:機 械振興会館 研修2号 室

(テーマ)イ ンター オペ ラビ リテ

ィの確保について

(講 師)当 協会 中山隆夫

○第2回 研究会7月29日(月)

15:00～17:00

於:機 械振興会館 研修1号 室

(テーマ)越 境デー タ流通の諸問

題について

(講 師)当 協会 中山隆夫

なお,第3回 研究会は8月26日

(月)15:00～17二 〇〇にシステム監

査 をテーマに開催す る予定。参加

費無料。

◇マイクロコンピュータ応用システム開発技術者試験の実施

前回お知らせした標記の試験実施について詳細が決定した。

・昭和60年度 試験実施 日および種別

実 施 日 昭和60年11月23日(土 ・祝日)

種 別 初 級

・試験案内(受 験願書等)の 配布期間およひ配布場所

配布期間 昭和60年8月1日(木)～9馴3日(金)

配布場所

①直接入手希望の場合

配 布 場 所 所 在 地

東

京

(財)日 本情報処理開発協会
総務部、調査部

〒105東 京 都 港 区芝 公 園3-5竜
(機 械 振 興 会館 内)

TELO3寸34-0629
03「434-8740

(財)日 本情報処理開発協会
情報処理研修センター

〒105東 京 都 港区 浜 松 町244

(世 界貿 易 セ ン ター ビル7階)
TELO3寸35-6511(代)

名
古
屋

名 古 屋 商 工 会 議 所
商 工 部

〒460名 古屋 市 中 区栄2≒10コ9(名古屋 商 工 会議 所 ビ
ル5階)

TELO52221-7211(内 線)298

大

阪

近畿システムハウス協会

〒550大 阪 市 西 区靱本 町1唱4

(大阪科学技術センター ビル5階)
TELO6r447{)780

0644Hβ21(代)

②郵送希望の場合

住所,氏 名を記入した封筒(21cm×27㎝)に 返送料金相当分の切手を

貼って,希 望部数を書いたメモを一緒に同封の上つぎの所に請求して
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下さい(宛 名の横にマイコン技術者試験願書希望と朱書して下さい)。

〒105東 京都港区芝公園3-5-8(機 械振興会館内)

財団法人 日本情報処理開発協会 調査部

マイコン技術者試験係

郵 送料は,次 の とお り。

請求部数 切 手 代 備 考

1部 170円 速 達希望 の場合 は,200円 増 し とな ります。

この場 合は「速 達希 望」と書いて下 さい。2～5部 240円

・受験願書受イ寸期間

昭和60年8月15日(木)～9月13日(金)当 日消印有効

・受験手数料4 ,000円

・試験会場 東京 ・早稲 田大学/名 古屋 ・名城大学/大 阪 ・日本理工情

報専門学校(応 募者数によっては,会 場 を変更する。)

・合格者発表 昭和61年2月 上旬(予 定)

・合格証の交付 合格者には,協 会か ら合格証を交t'jする。

座 の 一 つ,講 座 案 内 ご希 望 の 方 は

情 報 処 理 研 修 セ ン ター 教 務 担 当(0

3-435・6513)ま で お 問 い 合 わせ 下

さ い 、、

⊥ な開 催 講 座

OSE養 成 コー ス

60.10.15～61.3.11

0オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム 設 計 コ

ー ス60 .9.30～60.10.4

0シ ス テ ム 監 査 コ ー ス

◇システム監査特別講演会

本年度の情報化月間行事の一環

として,当 協会では システム監査

基準解説書の説明を中心 とした内

容で下記により講演会を実施する。

なお,通 商産業省,朝 日新聞社よ

り後援協力を得ている。

○ 日 時 昭和60年9月17日 ㈹

～18日 困

○会 場 東條会館ホール

○定 員400名

○参 加 賞(一 般)25,000円

(会 員)20,000円

○申込締切 昭和60年9月10日(火)

○問合せ先 当協会調査部

TELO3-434-8211

(内)201

ll↑/情 報嬢 翻同書センタの郵

60.10.7～60.10.9

0ソ フ トウ ェ ア ・エ ン ジ ニ ア リ

ン グ概 論

60.9.4～60.9.6

0最 新 ソフ トウ ェ ア 技 術 動 向

60.10.1～60.10.4

0高 信 頼 度 ソ フ トウ ェ ア 開 発 技

法60.12.2～60.12.6

◇身体障害者のための 「コンピュ◇
上級情報処理技術者養成講座受 一夕基礎研修講座」実施

講者募集
システム ・エンジニア,シ ニア 去る6月17日)[1崎市南部身1璋者

・プログラマ等上級技術者をはじ 福祉会館において通商産業省,川

めインストラクタ,情 報処理部門 崎rti'等の関係各/立の出席を得て,

管理者の養成を主たる目的とする 「コンピュータ基礎研修講座」の開

当センターでは高度化,多 様化す ・講式か行われ,10か 月間に互たる

る情報化ニーズに対応して内容豊 長期研修かスター トした。

富な講座を開催している。 この講座は最近におけるエレク

各講座は少人数編成で一流講師 トロニクスの急速な進歩及ひ情報

陣にょり理論に片寄らず実務に役 処理と通信技術の結合により身障

立つ内容を特徴としており,最 近 者のハンデキャップが取 り除かれ,

の企業における教育意識の向上 と 在宅勤務の途が拓かれつつある現

相まって受講者の好評を得ている。 状に対応するとともに,一 方情報

受講しやすい夜間コースも人気講 化の進展に伴い情報処理技御宿 の
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不足が叫ばれている中で身障者に

対 し新たに就労の機会を与える も

の として計画された。

概要は次の とお りである。

(1)研 修 目標及び内容

計算機実習を重視 したカリキュ

ラムに基づいて,主 として下記の

研修 を行い,プ ログラミン久 ワ

ー ドプロセ ッサ操作等の実技 を習

得するとともに情報処理技得緒'試

験第2種 合格の水準に達するこ と

を目標 とする。

○ハー ドウェア,ソ フ トウェア

の知識

○プロ グラム設計

○情報処理関連知識

○コンピュー タ実習(コ ボル ・

プログラ ミング,ワ ーード・プ

ロセ ッサ操作)

また,特 別講座,施 設見学等を

定期的に実施 し,内 容の充実 を図

る。

(2)研 修 場所

川崎市南部身障者福祉会館(川

崎 市川崎区大島1-8-6)

(3)研 修 機器

実習用 としてパー ソナル ・コン

ピュー タ(NEC-PC-9801M2)を

一 人について1台 あて
,そ のほか

1台(FACOM9450-II)は,当 セ

ンターのコンピュー タと公衆回線

で結合 し,オ ンライン処理に使用

す る。

(4)研 修生

高校卒業程度以 ヒの学力のある

身障者10名

(5)石ナFfl夕某月fflj

昭和60年6月17日 ～昭和61年3

月末日

(6)実 施委員会等

研修の実施に当っては情報処理

関係者,医 師,職 安,身 障者用機

器関係者等で構成する実施委員会

(委員長 宇都宮敏男 東京理科大

学教授),及 びカリキラム,運 営の

2弓〔門部会を設け全体の計画を策

定するとともに研修の効果的運営,

研修終了後の就労等の問題につい

て対応している。

(7>関 係各省庁等の指導協力

通商産業省,労 働省,川 崎市の

指導を受けるとともに地元企業等

の協力を得てこの研修を実施する。

靖 鞍/購 書 。。備

昭和60年 度情報処理技術者試験

は,本 年10月20日(i1)、 全国一 斉に

行われる。

この試験の応募者は,57年 度10

万8,000人,58年 度14万5,000人,

当協会へ試験事務が移譲 された59

年 度は17万5,000人 と増加の一一途

を辿 り,60年 度 は22万4,000人 に

達 し、今や大学 入 試共通一次試験

(59年 度33万6000人 に次 ぐ大規模

な試験 となっている。
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こうした応募者増に対処するた

め,当 試験センターでは,関 係当

局のご指導のもとに試験事務の大

幅な改善を進めている。

本年度実施の主な改善点は次の

とおりである。

1.東 京分室の設置

試験に関する各種の照会,受 験

願書の配布,同 受付等受験者の便

宜をはかるため,国 電浜松町駅に

隣接する世界貿易センタービル7

階に東京分室を開設した。

2.試 験地の拡大

これまでの札幌 仙台,東 京,

名古屋,大 阪,広 島,高 松,福 岡,

那覇に加えて新たに横浜,千 葉,

習志野,静 岡,長 野,金 沢 京都

熊本の各都市を試験地とした。

3.受 験願書の書式の変更

受験願書の書式を変更した。こ

の結果,記 載事項が簡潔になり,

,1己入ミスの大幅減が期待できるよ

うになった。

また,写 真付きの願書は改め,

受験者は試験当日,受 験票に写真

を貼付して持参することとなった。

4.受 験願書の配布

試験センター本部 同分室での

配布以外に,本 年度は一部出版社

の協力を得て,試 験関係雑誌に試

験案内書,願 書等を付録として掲

載し,応 募者の願書等入手の便を

はかった。



5.受 験願書の団体受府

同一企業,学 校等で応募者が10

名以上まとまったときは,受 験料

の払込みも含めて団体として受付

けることとした。受験票,合 格通

知,合 格証書等も全て団体あて一

括して送付されることになる。

6.受 験料の銀行振込み

従来 郵便振込みのみであった

ものを銀行振込みも可能 とした。

また都市銀行6行 の協力を得て,

その本支店間での振込みに限り,

振込み手数料を郵便振込みと同額

にした。

7.合 格者発表の繰上げ

これまで翌年2月 に行われてい

た合格者発表を,本 年度は第2種

については12月,特 種,第1種 は

61年1月 に行うこととした。

8.そ の他

61年度より,第2種 の試験のみ

年2回 実施することとし,そ の実

施体制の整備につとめている。

なお,時 期は従来の10月はその

ままとして4～5月 を 予定 してい

る。

、w麿 端整

◇産業情報化シンポジウムの開催

今後の産業界の健全な情報化推

進に寄与すべく当センターでは各

種事業を進めているがこの度,「広

がる産業の情報化」をテーマとし

て下記により産業情報化シンポジ

ウムを開催する。なお開催にあた

っては通商産業省および産業界の

後援協力を得ている。

○日 時

o会 場

○定 員

○参 加 費

○申込締切

○問合せ先

昭和60年9月2日(H)

～3日 ㈹

日経ホール

700名

5,00011J(資 米斗イ」℃)

昭和60年8月27日 ㈹

産業情報化推進セン

ター

TELO3-434-8211

(内)455

編集だより

◆連 日,酷 暑が続いています。プ

ロ野球 も夏場の消耗戦 を迎え,各

球団とも勝利をめ ざし,連 日しの

ぎを削っています。 ところで,貿

易摩擦解消の焦点は,「 規制緩和」

に当てられているようですが,ひ

とつこの辺 りで,プ ロ野球に も目

を向け,「時間切 れ引き分け制度」

も 「規制緩和」の対象にしてもら

えないでしょうか。◆ 国際通信分

野に も 「規制緩和」の話題がぼち

ぼち登場 しています。例えば,国

際通信衛星の打 ち上げにか らむイ

ンテルサ ッ トの規制,い わゆる,
"国 際VAN"業 者 の自営回線敷設

にか らむ規制等々。未だ具体案は

出ていない ものの関係省庁並びに

その周辺では鋭意検討中とのこと

です。いずれにしても今後,国 際

通信網は,国 際間情報流通の道具

として不可欠なものだけに早急な

対策が必要です。◆国際通信が高

度化す るにつれ ていわゆ るTDF

問題 が更に クロー ズア ップされて

くるのは明白です。次号では,こ

れ らにか らむ問題点等に触れてみ

たい と思います。

昭和60年7月 発行
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